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「公会計」とは、国や地方公共団体で行われている会計のことです。予算の適正か

つ確実な執行に資するよう、一会計年度の収支状況を明らかにすることに主眼が置か

れ、現金主義・単式簿記が採用されています。しかしながら、現金主義・単式簿記に

よる予算・決算制度は、発生主義・複式簿記を採用した企業会計と比べ、資産、負債

といったストック情報や減価償却費、引当金といったコスト情報が不足しています。

その不足を補うため、発生主義の概念を取り入れた財務書類を、総務省が示す「総務

省方式改訂モデル」により作成してきました。

「総務省方式改訂モデル」は既存の「地方財政状況調査（決算統計）」を活用した

簡便な作成方法であり、固定資産に係る資産・負債の情報が不十分である点や、総務

省が示す財務書類の作成方式は「総務省方式改訂モデル」の他にも複数あり、他団体

との比較が十分に出来ない点等の問題点がありました。

総務省は平成２７年１月に固定資産台帳の整備と複式簿記の導入を前提とした「統

一的な基準による地方公会計マニュアル」を公表し、平成２９年度までに当該基準に

より財務書類を作成することを全ての地方公共団体に要請しました。このことにより、

全ての地方公共団体で統一基準により財務書類を作成することになり、他団体との比

較可能性が確保されるほか、資産・負債情報も正確に整備されることとなりました。

この統一的な基準による新しい財務書類から得られる情報を活用し、より安定した

財政運営に努め、また、市民の皆様に、市の財政情報をよりわかりやすく提供してい

きます。

統一的な基準による地方公会計制度について

これまでの公会計

これからの公会計（統一基準）

平成２８年度決算以降
（統一的な基準）

・固定資産台帳が整備
されたことで、資産情
報が正確に
・全国統一の作成基準
のため、他団体との比
較が可能に

総務省方式改定モデル
（平成２７年度決算以

前）

・従来の会計を補完する
も、資産情報の正確性に
欠ける（固定資産台帳が
未整備）
・作成方式が複数存在す
ることで他団体との比較
が困難

従来の公会計

・単年度の現金情
報しか見えない
（資産・負債情
報が見えない）
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「財務書類」は、「貸借対照表」、「行政コスト計算書」、「純資産変動計算書」、

「資金収支計算書」の４表から構成され、資産や負債の状況、コストやその財源の状

況などの財務状況を企業会計の考え方（発生主義・複式簿記）を用いて作成する書類

です。

統一的な基準による財務書類

財務書類とは

• 市の保有する全ての資産や負債の現在高を表したもので、基準日（年度

末）時点における資産・負債・純資産の残高及び内訳がわかります。

貸借対照表（BS：Balance Sheet）

• 一会計年度中の費用（減価償却費など、現金収支を伴わないものを含む）

と収益の取引高を表したもので、市の行政サービスにいくらコストがかか

り、行政サービスに伴う収入（使用料、手数料など）がいくらかがわかり

ます。

行政コスト計算書（PL：Profit and Loss statement）

• 一会計年度中の純資産（及び内部構成）の変動を表したもので、純資産が

変動した要因がわかります。

純資産変動計算書（NW：Net Worth statement）

• 一会計年度中の現金の収入・支出をその性質により３つの区分（業務・投

資・財務）で表したもので、現金の動きがわかります。

資金収支計算書（CF：Cash Flow statement）

財務書類４表とは

「発生主義」とは
実際の現金の収支がなくても、経済的事実の発生に着目して費用や収益を計

上する会計基準のことです。一方で、実際の現金の収支の発生時点で費用や収

益を計上する会計基準を「現金主義」といい、行政の会計基準として従来から

用いられています。
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財務書類は、「一般会計等財務書類」、「一般会計等財務書類」に公営事業及び公営

企業の特別会計を加えた「全体財務書類」、「全体財務書類」に一部事務組合や第３セ

クター等を加えた「連結財務書類」の３つがあります。

財務書類４表の相互関係

資 産

負 債

純資産
臨時損益

純行政コスト

経常行政コスト

使用料・手数料など

純経常行政コスト

本年度資金収支額

投資活動収支

財務活動収支

資産評価差額等

本年度末純資産残高

前年度末純資産残高

純行政コスト

税収等・国県等補助金

本年度末資金残高

前年度末資金残高

本年度末現金預金残高

歳計外現金残高

業務活動収支

・貸借対照表 ・行政コスト計算書

・資金収支計算書
・純資産変動計算書

現金預金 臨時損益

経常行政コスト

使用料・手数料など

純経常行政コスト

対象となる会計の範囲

国民健康保険事業特別会計、交通災害共済事業特別会計、

公共下水道事業特別会計、農業集落排水事業特別会計、

介護保険事業特別会計、後期高齢者医療事業特別会計、

水道事業会計

最上広域市町村圏事務組合、山形県市町村職員退職手当組合、山形県

後期高齢者医療広域連合、山形県消防補償等組合 山形県自治会館管

理組合、新庄市土地開発公社、一般財団法人新庄市体育協会、株式会

社新庄卸売流通センター

連

結

全

体

一般会計等 一般会計
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新庄市の貸借対照表

負債 17,189(△344)

固定負債 15,527(△368)

〇地方債13,035(△350)

〇退職手当引当2,347(△83)

〇その他 145(+65)

流動負債 1,662(+24)

純資産 42,044(+73)

〇固定資産等形成分

57,991(△592)

〇余剰分 △15,947(+665)

〇１年以内償還予定地方債

1,324 (+8)

〇賞与等引当金 155(+5)

〇預り金 113(+3)

〇その他 70(+8)

流動資産 3,388(+358)

〇現金預金 1,122(+321)

〇未収金 71(+6)

〇短期貸付金 42(‐)

〇基金 2,104(+36)

〇棚卸資産 58(△7)

〇徴収不能引当金 △9(+2)

資産 59,233 (△271)

固定資産 55,845(△629)

〇有形固定資産

49,650(△785)

・事業用資産 20,480(△122)

・インフラ資産 27,864(△771)

・物品 1,306(+108)

〇無形固定資産 4(△4)

〇投資その他の資産

6,191(+160)

・投資及び出資金 4,042(△8)

・投資損失引当金 - (+14)

・長期延滞債権 166(+4)

・長期貸付金 404(△40)

・基金 1,601(+186)

・徴収不能引当金 △22(+4)

一般会計等貸借対照表

（平成31年3月31日現在）
（単位：百万円）

庁舎、市営住宅、

学校、保育園な

ど、市が事業を

行うための資産

返済期日が１年

を超える債務

将来発生する退

職手当見込額

翌年度に支払う

ことが予定され

る賞与のうち、

当該年度期間分

歳計外現金など

資産形成のため

に充当した資源

の蓄積額

費消可能な資源

の蓄積額

1年以内に返済

期間が訪れる

リース債務など

１年以内に返済

期日が訪れる債

務

リース債務など道路、橋梁、河

川、公園など市

民の社会生活の

基盤となる資産

公営企業、関連

団体への出資金

など

歳入の収入未済

額のうち、１年

を経過したもの

現金預金及び１

年以内に現金化

が可能な資産

歳入の収入未済

額のうち、１年

以内に発生した

もの

販売用土地（中

核工業団地）な

ど

歳入の収入未済

額のうち、回収

不可能見込み額

平成３０年度の一般会計の貸借対照表について見てみましょう

一般会計について、市が所有する資産は５９２億３千万円です。

資産形成の財源として、将来返済する地方債などの負債が１７１億９千万円、これ

までの世代が負担した純資産が４２０億４千万円です。

※（ ）内は対前年度増減額
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基準時点（年度末）における市の財政状態（資産・負債・純資産の残高及び内訳）

を示すものです。市が現在どれだけの資産を所有し、その資産がどのような財源によ

り形成されたか、また、資産に対して将来世代の負担がどれだけあるかなどがわかり

ます。なお、「資産＝負債＋純資産」となります。

左側（借方）が年度末において市が所有する資産を表し、右側（貸方）が資産を形

成するためにどのような資金調達を行ったかを表します。また、負債は翌年度以降に

支払う義務のある金額で、純資産はこれまで支払ってきた金額を表します。

負債の額が増加し、純資産が減少していくと不健全な財政状況となっていきます。

負債の額が資産の額を上回り、純資産がマイナスの状態になると「債務超過」となり

ます。

本市では資産が負債を大きく上回っていることから、健全な財政状況であると言え

ます。

ただし、資産全体の８割以上を有形固定資産が占めており、それらに係る減価償却

費や維持管理経費などが経常費用として発生してくることに留意する必要があります。

また、貸借対照表の計上項目の内訳については、附属明細書の２３ページ～２９

ページをご覧ください。

貸借対照表の見方は？

資 産

市が所有している
資産

負 債

将来世代の
負担

純資産

これまでの
世代の負担

資 産

市が所有している
資産

負 債

将来世代の
負担

純資産

これまでの
世代の負担

借方 貸方

市民一人当たりの資産額＝１６７万円（対前年度+１万８千円）
資産額５９，２３３百万円÷住民基本台帳人口３５，４６５人（平成３１年３月３１日時点）
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新庄市の行政コスト計算書

平成３０年度の一般会計の行政コスト計算書について見てみましょう
平成３０年度の会計期間中（平成３０年４月１日から平成３１年３月３１日）の経

常的な行政サービスにかかった経常費用（経常行政コスト）は１５０億円で、経常

収益（使用料・手数料等の行政サービスの利用者負担額）を差し引いた純経常行政

コストは１４４億８千万円です。

また、資産の売却などに係る臨時的な損益を加味した純行政コストは１４５億円

です。

経常費用 14,998(△887)

〇業務費用 7,990(△308)
・人件費 2,384(△25)

職員給与費 1,883(△35)

賞与等引当金繰入額 155(＋5)

退職手当引当金繰入額 －(‐)

その他 346(＋5)

・物件費等 5,381(△136)
物件費 3,379(△178)

維持補修費 233(+61)

減価償却費 1,769 (△19)

・その他の業務費用 225(△147)
支払利息 125(△19)

徴収不能引当金繰入額 31(△6)

その他 69(△122)

〇移転費用 7,008(△579)
・補助金等 3,140(△541)
・社会保障給付 2,520(+7)
・他会計への繰出金 1,346(△46)
・その他 2(+1)

経常収益 521(△7)

純経常行政コスト 14,477(△880)

〇臨時損失 54(+54)
・災害復旧事業費 33（+33）
・資産売却損 0(+0)

・その他 21（+21）

〇臨時利益 34(△40)
・資産売却益 34(△40)

〇使用料及び手数料 236(＋2)
〇その他 285(△9)

一般会計等行政コスト計算書
自 平成30年4月1日
至 平成31年3月31日（単位：百万円）

翌年度6月に支給する期末勤勉手当見込額

純行政コスト 14,497(△787)

当該年度に繰り入れた退職手当引当金

消耗品費、光熱水費、委託料、使用料など

公共施設等の修繕費など

固定資産について、取得価額を法定耐用年数で除し
た額を費用として計上したもの

市債償還額のうち利子分

当該年度に繰り入れた徴収不能引当金

補助金、助成金、負担金

扶助費（障害者自立支援給付費、生活保護費など）

特別会計への繰出金

施設使用料などの利用者負担

財産貸付収入、雑収入など

災害復旧費や資産除売却損など臨時的に発生する経
費

資産の売却による収入が固定資産台帳価額を上回る
場合の差額など

※（ ）内は対前年度増減額
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行政コスト計算書は福祉や消防、教育などの行政サービスを行うために必要な費用

（コスト）の一覧表で、道路や公共施設などの整備や基金への積立など資産の形成に

かかる経費を除いた、会計期間中の行政サービスに使った費用・収益の取引高を明ら

かにすることを目的としたものです。この表により、コストの状況や行政サービスの

対価として得られた収入の状況などがわかります。

前頁を見ると、新庄市の場合、「補助金等」に多くのコストがかかっていることが

わかります。これは、ごみ処理や常備消防などを一部事務組合（最上広域市町村圏事

務組合等）で行っていることから、一部事務組合への負担金が多額となっているため

です。

また、近年は子育て支援や障害者福祉、生活保護に係る経費が増加し続けているこ

とから「社会保障給付」に係るコストの割合が大きくなってきています。

なお、行政コスト計算書を見る際の留意点として、引当金繰入額や減価償却費と

いった現金支出を伴わないコストが計上されている点や、税収や地方交付税等がサー

ビス対価の経常収益とみなされず計上されていない点があります。

社会保障給付が増加し続けているにもかかわらず、その大きな財源となる国県支出

金が経常収益として計上されていないため、純行政コストを増大させる要因となって

います。

また、行政コスト計算書の計上項目の内、「補助金等」の内訳については、附属明

細書の３０ページをご覧ください。

行政コスト計算書の見方は？

減価償却費とは
建物など固定資産は時間の経過とともに価値が減少していくことから、会計

上も同様に一定期間にわたり価値を減少させます。このことを「減価償却」と

いい、当該年度に減少させた分をコストとして計上したものが「減価償却費」

です。

市民一人当たりの経常費用（経常行政コスト）

＝４２万３千円（対前年度△１万８千円）
経常費用１４，９９８百万円÷住民基本台帳人口３５，４６５人

市民一人当たりの純行政コスト

＝４０万９千円（対前年度△１万５千円）
純行政コスト１４，４９７百万円÷住民基本台帳人口３５，４６５人

住民基本台帳人口は平成３１年３月３１日時点
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新庄市の純資産変動計算書

平成３０年度の一般会計の純資産変動計算書について見てみましょう
平成３０年度の純行政コスト１４５億円に対して、財源となる税収等や国県等補助

金などは１４５億３千万円ですので、本年度差額は３千万円です。

この本年度差額などにより、平成３０年度の純資産は平成２９年度末の純資産より

７千万円増加し、４２０億４千万円となりました。

前年度末純資産残高41,971(△313)

〇純行政コスト △14,497(+787)
〇財源 14,533(△403)
・税収等 11,113(△1)
・国県等補助金 3,420(△402)

本年度差額 36(+384)

本年度純資産変動額 73(+386)

〇固定資産等の変動（内部変動）

・有形固定資産等の増加
・有形固定資産等の減少
・貸付金・基金等の増加
・貸付金・基金等の減少

〇資産評価差額 0(‐)
〇無償所管換等 37(+2)
〇その他 －(-)

一般会計等純資産変動計算書
自 平成30年4月1日
至 平成31年3月31日（単位：百万円）

行政コスト計算書の「純行政コスト」と一致

本年度末純資産残高42,044(+73)

市税、税交付金、地方交付税、地方譲与税など

国・県支出金

有形固定資産等（有形固定資産、無形固定資産）及

び貸付金・基金等（投資その他の資産、流動資産の

うち短期貸付金及び基金）の増減額をそれぞれ計上

する。

有価証券等の評価差額

無償で譲渡または取得した固定資産の評価額

貸借対照表の「純資産」と一致

「純資産」とは、道路や公共施設などの資産（貸借対照表の借方）の取得のために、

これまでの世代が既に負担したものです。この表は貸借対照表の「純資産」が、会計

期間中にかかった純行政コストや税収等の収入、そして固定資産などの増減により、

１年間にどのように変動したかを表しています。

純資産変動計算書の見方は？

「本年度差額」はプラスかマイナスか
平成３０年度は「本年度差額」がプラスになっています。これは、当年度

の行政サービスにかかったコストを当年度の財源（税収等及び国県等補助

金）でまかなうことができたということであり、将来世代へ負担を先送りす

ることなく行政サービスを行えたといえます。

※（ ）内は対前年度増減額
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新庄市の資金収支計算書

平成３０年度の一般会計の資金収支計算書について見てみましょう
業務活動収支が１５億１千万円、投資活動収支が△７億８千万円、財務活動収支が

△４億１千万円となり、合計して、本年度収支は３億２千万円となりました。平成２
９年度末の資金残高６億９千万円に本年度収支を合わせると、平成３０年度末資金残
高は１０億１千万円となりました。

本年度資金収支額 318(+93)

〇前年度末資金残高 691(+225)

本年度末資金残高 1,009(+318)

〇前年度末歳計外現金残高 110(+14)

〇本年度歳計外現金増減額 3(△11)

〇本年度末歳計外現金残高 113(+3)

業務活動収支 1,514(+385)

〇業務支出 13,192(△854)
・業務費用支出 6,184(△274)
・移転費用支出 7,008(△580)

〇業務収入 14,730(△445)
・税収等収入 11,090(+8)
・国県等補助金収入 3,226(△413)
・使用料及び手数料収入 236(＋2)
・その他の収入 178(△42)

〇臨時支出 33(+33)
・災害復旧事業費支出 33(＋33)

〇臨時収入 9(+9)

投資活動収支 △785(△137)

財務活動収支 △411(△155)

〇財務活動支出 1,385(+75)
・地方債償還支出 1,316(+76)
・その他の支出 69(△1)

〇財務活動収入 974(△80)
・地方債発行収入 974(△80)
・その他の収入 －(‐)

〇投資活動支出 2,101(+349)
・公共施設等整備費支出 801(△62）
・基金積立金支出 323(△46)
・投資及び出資金支出 27(+2)
・貸付金支出 950(+455)

〇投資活動収入 1,316(+212)
・国県等補助金収入 185(+1)
・基金取崩収入 100(△194)
・貸付金元金回収収入 990 (+455)
・資産売払収入 41(△50)

一般会計等資金収支計算書
自 平成30年4月1日
至 平成31年3月31日（単位：百万円）

投資活動及び財務活動以外の業務の提供に関す
る活動に係る収支

本年度末現金預金残高1,122(+321)

事業実施等に係る補助金・助成金・負担金、福

祉・医療・子育て・障害・生活保護などの扶助

費、他会計への繰出金

投資活動収入以外の国・県支出金

建物等の建設や用地取得、出資など資産形成に

係る支出、基金の積立・取崩しなどに伴う資金

の収支

公共施設等の整備に係る国・県支出金

市債発行額や市債の元金償還金等に係る資金の

収支

各資金収支の合計

形式収支（翌年度への繰越金）

貸借対照表の流動資産中「現金預金」と一致

リース債務の支払い

歳計外現金（一時的に預かる保証金等公金でな

いもの）の残高の動き

一会計期間における現金の収支の状況を、業

務活動（投資活動及び財務活動以外の業務）、

投資活動（公共施設等整備）、財務活動（地方

債発行・償還等）の区分別に示したものです。

どのような活動に資金を必要とし、その資金を

どのように賄ったかを示しています。

実際の現金の動きを示すので、市の決算書に

近い財務書類と言えます。

資金収支計算書の見方は？

人件費、物件費等、市債の支払い利息など

※（ ）内は対前年度増減額
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財務書類から見えてくる市の財政状況

財政の持続可能性（健全性）

ここでは、平成３０年度財務書類の数値を用いた様々な財政指標により市

の財政状況を分析します。
※比率の算定方法及び類似団体平均数値は、国の「統一的な基準による財務書類に関する調査」による）

持続可能性は（健全性）は、財政に持続可能性があるか（借金などの負債と収支

のバランスはとれているか）という、財政運営に関する本質的な視点です。財務書

類においては発生主義により、引当金や未払金など全ての負債を捉えることができ

ます。

H29指標： ６億９，９９９万円

地方債などの元利償還金を除いた支出と、地方債発行（借入）などの借金による収

入を除いた収入のバランスを見る指標です。収支がプラスの場合は、借金に頼らない

事業実施が行われていることを示しています。

算定式：資金収支計算書上の業務活動収支※１＋投資活動収支※２

※１支払利息支出を除く、※２基金積立金支出及び基金取崩収入を除く

分析：平成３０年度の基礎的財政収支は１０億７，６９１万円（対前年度＋３億７，

６９２万円）と黒字であり、収支は健全であると言えます。

国営土地改良事業負担や日新中学校大規模改修工事の減少により投資活動収支の赤

字が減少し、臨時福祉給付金事業や除排雪経費が減少したことにより業務活動収支が

増加し、基礎的財政収支は増加しました。

類似団体平均と比較して良好な数値となっていますが、他の多くの地方公共団体と

同様に、収入の約６割を地方交付税や国県補助金などの依存財源が占めているため国

県の影響を受けやすい財政状況です。また、今後は明倫学園建設事業などの大規模事

業や老朽化した市有施設等の改修事業が続きますが、良好な数値を保てるよう引き続

き行政コストの削減に努めます。

H30指標：１０億７，６９１万円基礎的財政収支（プライマリーバランス）
（H29類似団体平均値２億２，３８０万円）

借入金残高等の実質的な債務に対し、各年度の償還可能財源（資金収支計算書等の

数値をもとに算出）を返済に充てた場合、どの程度の年数で償還可能かを示していま

す。債務償還可能年数が短いほど、債務償還能力が高いと言えます。

算定式：実質債務（将来負担額※１－充当可能基金残高）÷償還財源（業務収入等※２

－業務支出※３）
※１将来負担額及び充当可能基金残高については、地方公共団体健全化法上の将来負担比率の算定方法

による。

※２業務収入は、資金収支計算書における業務収入（地方税、地方交付税等）による。また、業務収入

等は、「業務収入＋減収補補填債特例分発行額＋臨時財政対策債発行可能額」とする。

※３業務支出は、資金収支計算書における業務支出（人件費、物件費、補助金等）による。

分析：平成３０年度の債務償還可能年数は９．２年（対前年度△２．６年）となって

います。平成５年度からの国営土地改良事業負担の支払いが平成２９年度で終了した

ことや、ふるさと納税の増額により大幅に減少されました。

債務償還可能年数
（H29類似団体平均値‐）

H30指標： ９．２年

H29指標：１１．８年
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世代間公平性

この比率が高いほど、これまでの世代の負担によって資産を取得してきたことを意

味します。

純資産の変動は、将来世代と現世代の間で負担の割合が変動したことを意味します。

純資産の減少は、現世代が将来世代にとっても利用可能な資源を費消して便益を得た

一方で、将来世代に負担が先送りされたことを意味し、逆に、純資産が増加すれば、

現世代の負担によって将来世代も利用可能な資源を蓄積したことになります。

算定式：純資産※÷資産合計
※貸借対照表の純資産及び資産合計

分析：平成３０年度の比率は７１．０％（対前年度＋０．５％）となり、類似団体平

均と同程度の率となっています。

将来世代の負担に比べ、これまでの世代による負担が多くなっていることがわかり

ますが、今後、将来世代に過大な負担を残すことのないよう、引き続き行政コストの

削減、計画的な施設更新に努めます。

純資産比率
（H29類似団体平均値７１．４％）

H30指標：７１．０％

H29指標：７０．５％

社会資本等について、将来の償還等が必要な地方債（市債）等により形成されてい

る割合です。社会資本等形成に係る将来世代の地方債負担の比重を把握することがで

きます。

算定式：地方債残高※÷有形・無形固定資産合計
※附属明細書「地方債（借入先別）」。資本形成に充当されない臨時財政対策債、減税補填債等は除く。

分析：平成３０年度の比率は１４．７％（対前年度△０．６％）です。

これまで、建設事業を行う際には、交付税措置のない市債の発行を必要最小限に抑

制してきたことで、類似団体平均値より低い率となっています。今後は、明倫学園建

設事業や老朽化した市有施設の更新事業など多額の市債発行を伴う大規模事業が続き

ますが、引き続き、市債残高の圧縮と、将来世代の負担が過大にならないような計画

的な市債発行を行っていきます。

将来世代負担比率
（H29類似団体平均値１８．６％）

H30指標：１４．７％

H29指標：１５．３％

道路や学校などの公共施設は、将来世代に引き継がれ、長期間利用され続けるも

のです。世代間の負担の公平性の観点に基づき、指標の動きに注視していきますが、

一方で、財政の健全性という観点では、交付税措置のない市債の発行は必要最小限

にとどめるべきでもありますので、他団体と比較しながら適切な負担割合となるよ

う検討していきます。
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有形固定資産のうち、償却資産の取得価額等に対する減価償却累計額の割合を計算

することにより、耐用年数に対して資産の取得からどの程度経過しているのかを把握

することができます。数値が高いほど老朽化が進んでいることを示しています。

算定式：減価償却累計額※１÷（有形固定資産合計※２－土地等の非償却資産※３＋減価
償却累計額）
※１貸借対照表の事業用資産及びインフラ資産に属する各減価償却累計額の合計
※２貸借対照表の有形固定資産 ※３貸借対照表の土地、立木竹、建設仮勘定及び物品の合計

分析：平成３０年度の比率は５７．７％（対前年度＋１．６％）で、類似団体平均と

同程度の率となっています。公共施設等の老朽化対策は当市においても大きな課題と

なっていますが、公共施設等総合管理計画に基づき、施設の最適な配置・長寿命化を

推進していくことで、公共施設等の適正管理に努めます。

H30指標：５７．７％有形固定資産減価償却率
（H29類似団体平均値５９．５％） H29指標：５６．１％

資産形成度

H29指標：３．３年

当該年度の歳入総額に対する資産の比率です。これまでに形成されたストックとし

ての資産が、歳入の何年分に相当するかを表し、他団体と比較することで市の資産形

成の度合いを測ることができます。

算定式：資産合計÷歳入総額※

※資金収支計算書の収入、前年度末資金残高の合計

分析：平成３０年度の比率は３．３年（対前年度±０）です。類似団体平均を少し下

回る率となっていますが、ごみ処理や常備消防などを一部事務組合で行っていること

から、それらに係る多額の資産について一般会計等では資産計上されていないためで

す。

歳入額対資産比率
（H29類似団体平均値４．１年）

H30指標：３．３年

内訳 主な資産 取得価額
減価償却
累計額

期末簿価 構成比
減価
償却率

生活
インフラ

道路、橋りょう、公営住宅、
公園など

５５７億２，９５８万円 ３０７億５，３２０万円 ２４９億７，６３７万円 ６５．７％５５．２％

教育
学校、市民文化会館、市民プ
ラザ、図書館、市民体育館など

２３７億６，３２９万円 １４３億３，３８８万円 ９４億２，９４０万円 ２８．０％６０．３％

福祉
保育所、放課後児童クラブな
ど

５億５，２８４万円 ３億４，１５８万円 ２億１，１２７万円 ０．6％ ６１．８％

環境衛生
斎場、保健センター、公衆便
所など

８億３，１５５万円 ５億 ７２３万円 ３億２，４３２万円 １．０％ ６１．０％

産業振興 エコロジーガーデンなど ８億９，０７５万円 ６億 ５０９万円 ２億８，５６７万円 １．１％ ６７．９％

消防
防災行政無線、積載車、消火
栓、防火貯水槽など

１５億４，５８８万円 １３億５，３３７万円 １億９，２５１万円 １．８％ ８７．５％

総務 市庁舎、普通財産など １５億 ４２万円 １０億３，９８６万円 ４億６，０５６万円 １．８％ ６３．９％

合計 ８４８億１，４３１万円 ４８９億３，４２１万円 ３５８億８，０１０万円 １００％ ５７．７％

資産形成度

資産形成度とは、「将来の世代に残る資産はどの程度あるか」という観点に基づく
指標です。

12



【様式第1号】

（単位：千円）

科目名 金額 科目名 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 55,845,146   固定負債 15,527,630

    有形固定資産 49,650,203     地方債 13,034,944

      事業用資産 20,479,733     長期未払金 -

        土地 7,263,222     退職手当引当金 2,347,571

        立木竹 -     損失補償等引当金 -

        建物 30,508,662     その他 145,115

        建物減価償却累計額 △ 18,735,374   流動負債 1,661,908

        工作物 2,798,835     １年内償還予定地方債 1,323,686

        工作物減価償却累計額 △ 1,566,717     未払金 -

        船舶 -     未払費用 -

        船舶減価償却累計額 -     前受金 -

        浮標等 -     前受収益 -

        浮標等減価償却累計額 -     賞与等引当金 154,722

        航空機 -     預り金 113,477

        航空機減価償却累計額 -     その他 70,023

        その他 - 負債合計 17,189,538

        その他減価償却累計額 - 【純資産の部】

        建設仮勘定 211,104   固定資産等形成分 57,990,674

      インフラ資産 27,864,602   余剰分（不足分） △ 15,946,839

        土地 4,942,045

        建物 75,098

        建物減価償却累計額 △ 74,851

        工作物 51,431,712

        工作物減価償却累計額 △ 28,557,271

        その他 -

        その他減価償却累計額 -

        建設仮勘定 47,869

      物品 2,287,869

      物品減価償却累計額 △ 982,001

    無形固定資産 3,681

      ソフトウェア 3,681

      その他 -

    投資その他の資産 6,191,262

      投資及び出資金 4,042,031

        有価証券 -

        出資金 462,878

        その他 3,579,153

      投資損失引当金 -

      長期延滞債権 166,459

      長期貸付金 403,718

      基金 1,600,917

        減債基金 15,831

        その他 1,585,086

      その他 -

      徴収不能引当金 △ 21,863

  流動資産 3,388,226

    現金預金 1,122,374

    未収金 71,384

    短期貸付金 42,142

    基金 2,103,385

      財政調整基金 2,102,819

      減債基金 566

    棚卸資産 58,107

    その他 -

    徴収不能引当金 △ 9,166 純資産合計 42,043,834

資産合計 59,233,372 負債及び純資産合計 59,233,372

一般会計等貸借対照表
（平成31年3月31日現在）
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【様式第2号】

（単位：千円）

一般会計等行政コスト計算書
自　平成30年4月1日
至　平成31年3月31日

科目名 金額

 経常費用 14,997,730

 業務費用 7,990,230

   人件費 2,384,029

        職員給与費 1,883,108

        賞与等引当金繰入額 154,722

        退職手当引当金繰入額 -

        その他 346,199

 物件費等 5,381,053

        物件費 3,378,306

        維持補修費 233,162

        減価償却費 1,769,436

        その他 149

 その他の業務費用 225,147

        支払利息 125,198

        徴収不能引当金繰入額 31,028

        その他 68,921

 移転費用 7,007,501

 補助金等 3,139,356

 社会保障給付 2,520,313

 他会計への繰出金 1,345,677

 その他 2,155

 経常収益 521,179

 使用料及び手数料 235,925

 その他 285,254

純経常行政コスト 14,476,551

 臨時損失 54,441

 災害復旧事業費 33,155

 資産除売却損 0

 投資損失引当金繰入額 -

 損失補償等引当金繰入額 -

 その他 -

純行政コスト 14,496,893

 その他 21,286

 臨時利益 34,099

 資産売却益 34,099
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【様式第3号】

（単位：千円）

科目名 合計 固定資産等形成分 余剰分(不足分)

前年度末純資産残高 41,971,278 58,583,083 △ 16,611,806

  純行政コスト（△） △ 14,496,893 △ 14,496,893

  財源 14,532,830 14,532,830

    税収等 11,112,620 11,112,620

    国県等補助金 3,420,211 3,420,211

  本年度差額 35,937 35,937

  固定資産等の変動（内部変動） △ 18,735,374 △ 629,030 629,030

    有形固定資産等の増加 1,055,616 △ 1,055,616

    有形固定資産等の減少 △ 1,881,032 1,881,032

    貸付金・基金等の増加 1,423,172 △ 1,423,172

    貸付金・基金等の減少 △ 1,226,785 1,226,785

  資産評価差額 △ 36 △ 36

  無償所管換等 36,656 36,656

  その他 - - -

  本年度純資産変動額 72,557 △ 592,409 664,966

本年度末純資産残高 42,043,834 57,990,674 △ 15,946,839

一般会計等純資産変動計算書
自　平成30年4月1日
至　平成31年3月31日

15



【様式第4号】

（単位：千円）

一般会計等資金収支計算書
自　平成30年4月1日
至　平成31年3月31日

科目名 金額

【業務活動収支】

  業務支出 13,191,623

    業務費用支出 6,184,123

      人件費支出 2,378,958

      物件費等支出 3,620,669

      支払利息支出 125,198

      その他の支出 59,298

    移転費用支出 7,007,501

      補助金等支出 3,139,356

      社会保障給付支出 2,520,313

      他会計への繰出支出 1,345,677

      その他の支出 2,155

  業務収入 14,729,665

    税収等収入 11,089,538

    国県等補助金収入 3,226,451

    使用料及び手数料収入 235,964

    その他の収入 177,712

  臨時支出 33,155

    災害復旧事業費支出 33,155

    その他の支出 -

  臨時収入 9,219

業務活動収支 1,514,105

【投資活動収支】

  投資活動支出 2,100,776

    公共施設等整備費支出 801,345

    基金積立金支出 322,860

    投資及び出資金支出 27,066

    貸付金支出 949,504

    その他の支出 -

  投資活動収入 1,316,027

    国県等補助金収入 184,541

    基金取崩収入 100,500

    貸付金元金回収収入 989,846

    資産売却収入 41,140

    その他の収入 -

投資活動収支 △ 784,749

【財務活動収支】

  財務活動支出 1,385,207

    地方債償還支出 1,315,773

    その他の支出 69,434

  財務活動収入 973,876

    地方債発行収入 973,876

前年度末歳計外現金残高 110,062

本年度歳計外現金増減額 3,415

本年度末歳計外現金残高 113,477

本年度末現金預金残高 1,122,374

    その他の収入 -

財務活動収支 △ 411,331

本年度資金収支額 318,025

前年度末資金残高 690,872

本年度末資金残高 1,008,897
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一般会計等における注記 

１ 重要な会計方針 

（１）有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法 

① 有形固定資産･･････････････････････････････取得原価

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

ア 昭和 59 年度以前に取得したもの

取得原価が判明しているもの････････････････取得原価 

ただし、取得原価と再調達原価の乖離が大きいものについては、再調達原価をもって取得原価

としています。 

取得原価が不明なもの･･････････････････････再調達原価 

なお、取得原価の判明・不明に係らず、道路、河川及び水路の敷地は備忘価額 1 円としてい

ます。 

イ 昭和 60 年度以後に取得したもの

取得原価が判明しているもの････････････････取得原価 

取得原価が不明なもの･･････････････････････再調達原価 

なお、取得原価の判明・不明に係らず、道路、河川及び水路の敷地は備忘価額 1 円としてい

ます。 

② 無形固定資産･･････････････････････････････取得原価

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

取得原価が判明しているもの････････････････取得原価 

取得原価が不明なもの･･････････････････････再調達原価 

（２）有価証券及び出資金の評価基準及び評価方法 

① 満期保有目的有価証券･･････････････････････償却原価法（定額法）

② 満期保有目的以外の有価証券

ア 市場価格のあるもの･･････････････････････会計年度末における市場価格

イ 市場価格のないもの･･････････････････････取得原価

③ 出資金

ア 市場価格のあるもの･･････････････････････会計年度末における市場価格

イ 市場価格のないもの･･････････････････････出資金額

（３）棚卸資産の評価基準及び評価方法 

販売用土地･････････個別法による低価法 

（４）有形固定資産等の減価償却の方法 

① 有形固定資産（リース資産を除きます。）･････････定額法
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なお、主な耐用年数は以下のとおりです。 

建物    15 年～50 年 

工作物   10 年～75 年  

物品      2 年～20 年 

② 無形固定資産（リース資産を除きます。）･････････定額法 

（ソフトウェアについては、当市における見込利用期間（5 年）に基づく定額法によっています。） 

③ リース資産 

ア 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産（リース期間が 1 年以内のリース取

引及び重要性の乏しいものでリース契約 1 件あたりのリース料総額が 300 万円以下のファイ

ナンス・リース取引を除きます。） 

･････････自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法 

イ 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

･････････リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法 

④ 共通事項 

・減価償却は取得の翌年度から開始します。 

・耐用年数を経過した後においても存する場合は、原則として備忘価額 1 円を計上しますが、

無形固定資産については備忘価額を計上しません。 

・土地、立木竹、美術品・骨董品、歴史的建造物、建設仮勘定については減価償却を行いません。 

 

（５）引当金の計上基準及び算定方法 

  ① 投資損失引当金 

    市場価格のない投資及び出資金のうち、連結対象団体（会計）に対するものについて、実質価額

が著しく低下した場合における実質価額と取得価額との差額を計上しています。 

② 徴収不能引当金 

  未収金について、回収不能が見込まれる債権については、個別に回収可能性を検討し、それ以外

の債権については、過去 5 年間の平均不納欠損率により、徴収不能見込額を計上しています。  

長期延滞債権について、回収不能が見込まれる債権については、個別に回収可能性を検討し、そ

れ以外の債権については、過去 5 年間の平均不納欠損率により、徴収不能見込額を計上していま

す。 

長期貸付金について、回収不能が見込まれる債権については、個別に回収可能性を検討し、それ

以外の債権については、過去 5 年間の平均不納欠損率により、徴収不能見込額を計上しています。 

③ 退職手当引当金 

山形県市町村職員退職手当組合への加入時以降の負担金の累計額から既に職員に対し退職手当

として支給された額の総額を控除した額を、退職手当債務（期末自己都合要支給額）から控除した

額を計上しています。 

④ 賞与等引当金 

翌年度 6 月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当額の見込額に

ついて、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上しています。 
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（６）リース取引の処理方法 

① ファイナンス・リース取引 

ア 所有権移転ファイナンス・リース取引（リース期間が 1 年以内のリース取引及びリース料総

額が 300 万円以下のファイナンス・リース取引を除きます。） 

･････････通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。  

イ ア以外のファイナンス・リース取引 

･････････売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

② オペレーティング・リース取引 

･････････通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

 

（７）資金収支計算書における資金の範囲  

現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物 

なお、現金及び現金同等物には、出納整理期間における取引により発生する資金の受払いを含んで

います。 

 

（８）消費税等の会計処理 

   消費税等の会計処理は、税込方式によっています。 

 

（９）その他財務書類作成のための基本となる重要な事項 

① 物品及びソフトウェアの計上基準 

物品については、取得価額が 50 万円以上の場合に固定資産として計上しています。 

美術品については、取得価額に関わらず、すべて固定資産として計上しています。 

② 資本的支出と修繕費の区分基準 

資本的支出と修繕費の区分基準については、償却資産に対して修繕等を行った場合に、修繕等に

係る支出が当該償却資産の資産価値を高め、またはその耐久性を増すこととなると認められるか

どうかを判断し、認められる部分に対応する金額を資本的支出として資産に計上しています。 

ただし、修繕等に要した金額が 60 万円未満であるときは修繕費として処理しています。 

  ③ 子ども子育て支援新制度における施設型給付費について、市立保育所（泉田保育所、中部保育

所）に係る 127,807 千円を収益費用及び収入支出より控除しています。市立保育施設の施設型給

付費については、市が扶助費として支出した給付費を、法定代理受領により市が負担金として収入

する制度となっています。市の内部で生じている収支であり、相殺消去しています。 

 

２ 重要な会計方針の変更 

  該当事項はありません。 

 

３ 重要な後発事象 

（１）主要な業務の改廃  

該当事項はありません。  
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（２）組織・機構の大幅な変更

平成 30 年 4 月 1 日をもって、営農飲雑用水事業特別会計を廃止し、水道事業会計に統合していま

す。

４ 偶発債務 

  該当事項はありません。 

５ 追加情報 

（１）財務書類の内容を理解するために必要と認められる事項 

① 一般会計等財務書類の対象範囲は次のとおりです。

一般会計

② 一般会計等と普通会計の対象範囲の差異

差異はありません。

③ 千円未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合があります。

④ 地方公共団体の財政の健全化に関する法律における健全化判断比率の状況（平成 30 年度）は、

次のとおりです。 

実質赤字比率   ‐％ 

連結実質赤字比率  ‐％ 

実質公債費比率    8.4％ 

将来負担比率  26.8％ 

⑤ 利子補給等に係る債務負担行為の翌年度以降の支出予定額 132,199 千円

⑥ 繰越事業に係る将来の支出予定額 659,068 千円

⑦ 過年度修正等に関する事項 該当事項はありません。

（２）貸借対照表に係る事項 

① 売却可能資産の範囲及び内訳は、次のとおりです。

ア 範囲

平成 31 年度予算（平成 32 年 2 月 28 日現在）において、財産収入として措置されている公

共資産

イ 内訳 該当事項はありません。

② 地方交付税措置のある地方債のうち、将来の普通交付税の算定基礎である基準財政需要額に含

まれることが見込まれる金額  14,045,268 千円 

③ 減債基金に係る積立不足額

該当事項はありません。

④ 基金借入額（繰替運用）残高

該当事項はありません。

⑤ 地方公共団体の財政の健全化に関する法律における将来負担比率の算定要素は、次のとおりで
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す。 

（単位：千円） 

項目 金額 

標準財政規模 9,464,990 

元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額 1,213,926 

将来負担額 23,335,308 

充当可能基金額 4,357,512 

特定財源見込額 2,719,637 

地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額 14,045,268 

 

⑥ 地方自治法第 234 条の 3 に基づく長期継続契約で貸借対照表に計上されたリース債務金額  

215,138 千円 

 

（３）純資産変動計算書に係る事項 

純資産における固定資産等形成分及び余剰分（不足分）の内容 

① 固定資産等形成分 

固定資産の額に流動資産における短期貸付金及び基金等を加えた額を計上しています。 

② 余剰分（不足分） 

純資産合計額のうち、固定資産等形成分を差し引いた金額を計上しています。 

 

（４）資金収支計算書に係る事項 

① 基礎的財政収支               （単位：千円） 

 一般会計等 

業務活動収支（Ａ） 1,514,105 

うち支払利息支出（Ｂ） 125,198 

投資活動収支（Ｃ） △784,749 

うち基金積立金支出（Ｄ） 322,860 

  基金取崩収入（Ｅ） 100,500 

基礎的財政収支 

（Ａ）＋（Ｂ）＋（Ｃ）＋（Ｄ）－（Ｅ） 

1,076,914 

 

② 既存の決算情報との関連性                    （単位：千円） 

 一般会計等 

収入（歳入） 支出（歳出） 

歳入歳出決算書 17,847,465 16,838,569 

財務書類の対象となる会計の範囲の相

違に伴う差額※１ 

 

0 

 

0 

繰越金に伴う差額※２ 690,892 ‐ 
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子ども子育て支援新制度における市立

保育所分施設型給付費に伴う差額※３ 

 

127,807 

 

127,807 

資金収支計算書 17,028,767 16,710,762 

 ※１ 地方自治法第 233 条第 1 項に基づく歳入歳出決算書は「一般会計」を対象としているのに対し、

資金収支計算書は「一般会計等」を対象範囲としています。新庄市の場合は「一般会計」と「一般

会計等」の対象範囲に差異はないため、差額は生じません。 

※２ 繰越金については、歳入歳出決算書では収入として計上しますが、統一的な基準による資金収支

計算書では計上しないため、その分だけ差額が生じます。 

※３ 市立保育施設（泉田保育所、中部保育所）の施設型給付費については、市が扶助費として支出し

た給付費を、法定代理受領により市が負担金として収入する制度となっています。市の内部で起き

ている収支であり、一般会計の中で相殺消去しています。 

 

③ 資金収支計算書の業務活動収支と純資産変動計算書の本年度差額との差額の内訳 

（単位：千円） 

 金額 

資金収支計算書  

  業務活動収支 1,514,105 

  投資活動収入の国県等補助金収入 184,541 

  未収債権額の増加 71,954 

  未収債権額の減少 △45,390 

  減価償却費 △1,769,436 

  賞与等引当金繰入額（増減額） △5,072 

  退職手当引当金繰入額（増減額） 83,202 

  徴収不能引当金繰入額（増減額） △10,210 

  資産除売却損 － 

  資産売却益 34,099 

  その他 △21,856 

純資産変動計算書の本年度差額 35,937 

 

  ④ 一時借入金 

  資金収支計算書上、一時借入金の増減額は含まれていません。 

  なお、一時借入金の限度額及び利子額は次のとおりです。 

  一般会計等    

一時借入金の限度額    1,500,000 千円 

   一時借入金に係る利子額       なし 

  

⑤ 重要な非資金取引 重要な非資金取引は以下のとおりです。 

新たに計上したファイナンス・リース取引に係る資産及び負債の額 142,674 千円 
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,5

4
8

(財
)山

形
県

体
育

協
会

7
2

4
5
2
,7

0
0

2
9
,6

0
3

4
2
3
,0

9
7

4
1
5
,3

3
9

0
.0

2
%

7
3

－
7
2

7
2

(財
)山

形
県

総
合

社
会

福
祉

基
金

6
,6

6
0

1
,4

2
2
,2

9
4

3
7
8

1
,4

2
1
,9

1
6

1
,3

6
5
,9

0
6

0
.5

6
%

7
,9

1
2

－
7
,2

4
4

7
,6

0
0

(財
)地

域
活

性
化

セ
ン

タ
ー

3
5
0

4
,3

7
1
,1

6
4

1
4
4
,2

4
1

4
,2

2
6
,9

2
2

2
,4

5
0
,7

7
0

0
.0

1
%

6
0
4

－
3
5
0

3
5
0

(財
)山

形
県

産
業

技
術

振
興

機
構

5
,7

0
0

－
－

－
－

－
－

5
,7

0
0

－
－

（
財

）
山

形
県

み
ど

り
推

進
機

構
2
3
,3

0
2

2
,9

2
4
,3

7
7

4
4
,1

4
0

2
,8

8
0
,2

3
7

2
,5

1
0
,6

2
0

0
.9

3
%

2
6
,7

3
3

－
2
3
,3

0
2

2
3
,3

0
2

㈶
障

害
者

ス
ポ

ー
ツ

振
興

記
念

基
金

※
5
8
4

－
－

－
－

－
－

－
－

－

（
財

）
山

形
県

臓
器

移
植

推
進

機
構

1
,6

3
0

2
2
9
,5

4
6

3
5
5

2
2
9
,1

9
1

2
2
6
,7

9
7

0
.7

2
%

1
,6

4
7

－
1
,6

3
0

1
,6

3
0

㈶
山

形
県

暴
力

追
放

運
動

推
進

セ
ン

タ
ー

4
,7

5
1

8
7
0
,4

7
6

1
,3

4
3

8
6
9
,1

3
4

7
9
2
,3

9
9

0
.6

0
%

5
,2

1
1

－
4
,7

5
1

4
,7

5
1

㈶
山

形
県

勤
労

者
育

成
教

育
基

金
協

会
9
,3

3
0

1
,2

9
1
,9

7
3

6
9
6

1
,2

9
1
,2

7
8

1
,0

0
4
,6

0
0

0
.9

3
%

1
1
,9

9
2

－
9
,3

3
0

9
,3

3
0

山
形

県
土

地
改

良
事

業
団

体
連

合
会

6
0
0

5
,2

0
4
,2

7
4

1
,2

4
9
,7

5
0

3
,9

5
4
,5

2
4

6
5
,5

2
0

0
.9

2
%

3
6
,2

1
4

－
6
0
0

6
0
0

山
形

県
住

宅
供

給
公

社
5
0
0

7
,7

3
8
,2

3
8

4
1
6
,8

4
7

7
,3

2
1
,3

9
1

2
6
,0

0
0

1
.9

2
%

1
4
0
,7

9
6

－
5
0
0

5
0
0

新
庄

信
用

金
庫

5
0
0

7
4
,1

5
2
,8

0
2

6
9
,6

1
4
,6

0
9

4
,5

3
8
,1

9
3

2
2
6
,2

6
0

0
.2

2
%

1
0
,0

2
9

－
5
0
0

5
0
0

㈳
山

形
県

青
果

物
生

産
出

荷
安

定
基

金
協

会
4
3
0

6
8
5
,9

3
5

2
9
3
,4

6
0

3
9
2
,4

7
6

2
8
0
,0

0
0

0
.1

5
%

6
0
3

－
4
3
0

4
3
0

㈳
山

形
県

畜
産

協
会

7
0
0

2
,3

3
9
,9

9
5

3
5
9
,0

2
8

1
,9

8
0
,9

6
7

3
1
5
,9

2
0

0
.2

2
%

4
,3

8
9

－
7
0
0

7
0
0

山
形

県
農

業
信

用
基

金
協

会
5
,9

5
0

1
2
5
,7

2
0
,2

9
9

1
1
7
,7

3
1
,0

8
3

7
,9

8
9
,2

1
6

4
,1

0
6
,8

9
0

0
.1

4
%

1
1
,5

7
5

－
5
,9

5
0

5
,9

5
0

最
上

広
域

森
林

組
合

1
5
,7

4
7

4
9
9
,1

3
9

1
4
9
,6

2
7

3
4
9
,5

1
3

1
3
6
,3

6
7

1
1
.5

5
%

4
0
,3

6
0

－
1
5
,7

4
7

1
5
,7

4
7

地
方

公
共

団
体

金
融

機
構

3
,9

0
0

2
4
,5

8
9
,1

9
9
,0

0
0

2
4
,2

9
4
,0

0
8
,0

0
0

2
9
5
,1

9
1
,0

0
0

1
6
,6

0
2
,0

0
0

0
.0

2
%

6
9
,3

4
4

－
3
,9

0
0

3
,9

0
0

合
計

1
7
2
,8

6
6

－
－

－
－

－
6
3
7
,6

0
9

5
,7

0
0

1
6
7
,1

6
6

1
8
3
,6

5
0
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④
基

金
の

明
細

(単
位

：千
円

)

種
類

現
金

預
金

有
価

証
券

土
地

そ
の

他
合

計
 

(貸
借

対
照

表
計

上
額

)
(参

考
)財

産
に

関
す

る
 

調
書

記
載

額

財
政

調
整

基
金

2
,1

0
2
,8

1
9

－
－

－
2
,1

0
2
,8

1
9

2
,0

6
6
,8

1
9

減
債

基
金

1
6
,3

9
7

－
－

－
1
6
,3

9
7

1
6
,3

9
7

ま
ち

づ
く
り

応
援

基
金

3
3
3
,0

7
2

－
－

－
3
3
3
,0

7
2

2
2
1
,9

2
4

市
有

施
設

整
備

基
金

8
9
9
,5

4
8

－
－

－
8
9
9
,5

4
8

8
4
9
,5

4
8

シ
ル

バ
ー

福
祉

基
金

1
3

－
－

－
1
3

1
3

地
域

福
祉

基
金

1
0
0
,1

7
9

－
－

－
1
0
0
,1

7
9

1
0
0
,1

7
9

ふ
る

さ
と

水
と

土
保

全
基

金
1
0
,5

8
2

－
－

－
1
0
,5

8
2

1
0
,5

8
2

ま
つ

り
振

興
基

金
1
3
,3

6
5

－
－

－
1
3
,3

6
5

1
3
,3

6
5

も
の

づ
く
り

教
育

奨
励

基
金

2
,0

2
0

－
－

－
2
,0

2
0

2
,0

2
0

五
十

嵐
教

育
奨

学
基

金
3
3
,0

4
0

－
－

－
3
3
,0

4
0

3
3
,0

4
0

土
地

開
発

基
金

5
0
,6

1
2

－
1
1
9
,3

8
8

－
1
7
0
,0

0
0

1
7
0
,0

0
0

肉
用

繁
殖

牛
集

団
導

入
事

業
基

金
1
0
,5

7
7

－
－

1
2
,6

9
1

2
3
,2

6
8

2
3
,2

6
8

合
計

3
,5

7
2
,2

2
2

－
1
1
9
,3

8
8

1
2
,6

9
1

3
,7

0
4
,3

0
2

3
,5

0
7
,1

5
5

⑤
貸

付
金

の
明

細
(単

位
：千

円
)

貸
借

対
照

表
計

上
額

徴
収

不
能

引
当

金
 

計
上

額
貸

借
対

照
表

計
上

額
徴

収
不

能
引

当
金

 
計

上
額

そ
の

他
の

貸
付

金

　
地

域
総

合
整

備
資

金
貸

付
金

4
0
0
,7

1
8

－
4
2
,1

4
2

－
4
4
2
,8

6
0

　
看

護
師

等
育

成
就

学
資

金
貸

付
金

3
,0

0
0

－
－

－
3
,0

0
0

合
計

4
0
3
,7

1
8

－
4
2
,1

4
2

－
4
4
5
,8

6
0

相
手

先
名

ま
た

は
種

別
長

期
貸

付
金

短
期

貸
付

金
(参

考
) 

貸
付

金
計
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⑥
長
期
延
滞
債
権
の
明
細

⑦
未
収
金
の
明
細

(単
位
：
千
円
)

(単
位
：千

円
)

相
手
先
名
ま
た
は
種
別

貸
借
対
照
表
計
上
額

徴
収
不
能
引
当
金
計
上
額

相
手
先
名
ま
た
は
種
別

貸
借
対
照
表
計
上
額

徴
収
不
能
引
当
金
計
上
額

【
貸
付
金
】

【
未
収
金
】

そ
の
他
の
貸
付
金

税
等
未
収
金

　
高
齢
者
住
宅
整
備
資
金
貸
付
金

8
3
6

8
3
6

　
市
税

6
4
,3
5
6

8
,8
8
1

小
計

8
3
6

8
3
6

　
分
担
金
及
び
負
担
金

1
,8
3
6

2
5
3

【
未
収
金
】

そ
の
他
の
未
収
金

税
等
未
収
金

　
使
用
料
及
び
手
数
料

9
0
7

5

　
市
税

1
4
6
,2
6
6

2
0
,1
8
5

　
諸
収
入

4
,2
8
4

2
6

　
分
担
金
及
び
負
担
金

5
,4
9
7

7
5
9

合
計

7
1
,3
8
4

9
,1
6
6

そ
の
他
の
未
収
金

　
使
用
料
及
び
手
数
料

4
,2
6
3

2
6

　
諸
収
入

9
,5
9
7

5
8

小
計

1
6
5
,6
2
3

2
1
,0
2
6

合
計

1
6
6
,4
5
9

2
1
,8
6
3
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（
２

）
負

債
項

目
の

明
細

①
地

方
債

（
借

入
先

別
）
の

明
細

(単
位

：
千

円
)

う
ち

1年
内

償
還

予
定

う
ち

共
同

発
行

債
う

ち
住

民
公

募
債

【通
常

分
】

7,
3
34

,8
70

7
9
7,

07
6

2,
96

1
,4

79
3,

00
8,

89
9

1,
07

7,
95

8
－

－
－

－
28

6,
53

5

　
一

般
公

共
事

業
64

7
,8

1
6

4
3,

71
6

2
48

,1
6
1

38
9,

25
3

10
,4

02
－

－
－

－
－

　
公

営
住

宅
建

設
13

8
,9

2
2

2
8,

46
0

70
,5

5
3

44
,9

70
23

,4
00

－
－

－
－

－

　
災

害
復

旧
41

,7
8
9

8,
11

8
41

,7
8
9

－
－

－
－

－
－

－

　
教

育
・
福

祉
施

設
2,

9
08

,3
15

1
8
3,

61
8

2,
07

7
,3

55
36

0,
70

0
47

0,
26

0
－

－
－

－
－

　
一

般
単

独
事

業
2,

1
68

,0
68

3
0
8,

17
2

1
12

,0
6
8

1,
53

7,
77

3
49

8,
85

2
－

－
－

－
19

,3
75

　
そ

の
他

1,
4
29

,9
61

2
2
4,

99
2

4
11

,5
5
4

67
6,

20
3

75
,0

44
－

－
－

－
26

7,
16

0

【特
別

分
】

7,
0
23

,7
60

5
2
6,

61
0

6,
29

3
,4

79
51

9,
66

9
21

0,
61

2
－

－
－

－
－

　
臨

時
財

政
対

策
債

6,
9
13

,1
28

5
0
0,

03
7

6,
18

2
,8

47
51

9,
66

9
21

0,
61

2
－

－
－

－
－

　
減

税
補

て
ん

債
11

0
,6

3
1

2
6,

57
3

1
10

,6
3
1

－
－

－
－

－
－

－

　
退

職
手

当
債

－
－

－
－

－
－

－
－

－
－

　
そ

の
他

－
－

－
－

－
－

－
－

－
－

　
合

計
14

,3
58

,6
30

1
,3

23
,6

8
6

9,
25

4
,9

58
3,

52
8,

56
8

1,
28

8,
57

0
－

－
－

－
28

6,
53

5

②
地

方
債

（
利

率
別

）
の

明
細

(単
位

：
千

円
)

地
方

債
等

残
高

1
.5

%以
下

1
.5

%超
 

2.
0
%以

下
2
.0

%超
 

2.
5
%
以

下
2.

5%
超

 
3.

0%
以

下
3.

0%
超

 
3.

5%
以

下
3.

5%
超

 
4.

0%
以

下
4.

0%
超

(参
考

) 
加

重
平

均
 

利
率

1
4,

35
8,

63
0

12
,3

57
,0

47
1
,1

46
,6

9
7

2
64

,4
5
8

28
,5

92
13

5,
95

8
21

4,
64

5
21

1,
23

3

③
地

方
債

（
返

済
期

間
別

）
の

明
細

(単
位

：
千

円
)

地
方

債
等

残
高

1年
以

内
1年

超
 

2
年

以
内

2
年

超
 

3
年

以
内

3年
超

 
4年

以
内

4年
超

 
5年

以
内

5年
超

 
10

年
以

内
10

年
超

 
15

年
以

内
15

年
超

 
20

年
以

内
20

年
超

1
4,

35
8,

63
0

1,
3
23

,6
86

1
,3

58
,1

4
2

1,
37

1
,6

83
1,

31
7,

16
6

1,
21

0,
04

8
4,

18
5,

78
9

2,
36

2,
57

8
1,

12
2,

96
0

10
6,

57
8

④
特

定
の

契
約

条
項

が
付

さ
れ

た
地

方
債

の
概

要
(単

位
：
千

円
)

特
定

の
契

約
条

項
が

 
付

さ
れ

た
地

方
債

等
残

高

－

契
約

条
項

の
概

要

該
当

の
借

入
は

あ
り

ま
せ

ん
。

市
場

公
募

債
そ

の
他

種
類

地
方

債
等

残
高

政
府

資
金

地
方

公
共

団
体

 
金

融
機

構
市

中
銀

行
そ

の
他

の
 

金
融

機
関
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⑤
引
当
金
の
明
細

(単
位
：千

円
)

目
的
使
用

そ
の
他

徴
収
不
能
引
当
金
（
固
定
資
産
）

2
6
,2
4
5

2
1
,8
6
4

1
5
,4
0
8

1
0
,8
3
7

2
1
,8
6
4

徴
収
不
能
引
当
金
（
流
動
資
産
）

1
0
,6
5
3

9
,1
6
6

7
0
0

9
,9
5
3

9
,1
6
6

投
資
損
失
引
当
金

1
4
,3
6
4

－
－

1
4
,3
6
4

0

退
職
手
当
引
当
金

2
,4
3
0
,7
7
3

－
－

8
3
,2
0
2

2
,3
4
7
,5
7
1

賞
与
等
引
当
金

1
4
9
,6
5
1

1
5
4
,7
2
2

1
4
9
,6
5
1

－
1
5
4
,7
2
2

合
計

2
,6
3
1
,6
8
5

1
8
5
,7
5
2

1
6
5
,7
5
8

1
1
8
,3
5
6

2
,5
3
3
,3
2
3

区
分

前
年
度
末
残
高

本
年
度
増
加
額

本
年
度
減
少
額

本
年
度
末
残
高
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2.
行

政
コ

ス
ト

計
算

書
の

内
容

に
関

す
る

明
細

（１
）補

助
金

等
の

明
細

(単
位

：千
円
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区
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名
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4.
資
金
収
支
計
算
書
の
内
容
に
関
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細

（１
）資

金
の
明
細

(単
位
：千

円
)

種
類

本
年
度
末
残
高

要
求
払
預
金

1
,0
0
8
,2
9
7

現
金

6
0
0

合
計

1
,0
0
8
,8
9
7

32



【様式第1号】

（単位：千円）

科目名 金額 科目名 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 75,044,142   固定負債 26,824,588

  有形固定資産 71,467,254    地方債等 20,958,817

  事業用資産 20,479,733    長期未払金 -

        土地 7,263,222   退職手当引当金 2,656,351

        土地減損損失累計額 -   損失補償等引当金 -

        立木竹 -   その他 3,209,421

        立木竹減損損失累計額 -   流動負債 2,570,167

        建物 30,508,662   １年内償還予定地方債等 2,175,195

        建物減価償却累計額 △ 18,735,374   未払金 11,404

        建物減損損失累計額 -   未払費用 -

        工作物 2,798,835   前受金 -

        工作物減価償却累計額 △ 1,566,717   前受収益 -

        工作物減損損失累計額 -   賞与等引当金 174,732

        船舶 -   預り金 138,813

        船舶減価償却累計額 -   その他 70,023

        船舶減損損失累計額 - 負債合計 29,394,755

        浮標等 - 【純資産の部】

        浮標等減価償却累計額 -   固定資産等形成分 77,189,669

        浮標等減損損失累計額 -   余剰分（不足分） △ 26,417,811

        航空機 -   他団体出資等分 -

        航空機減価償却累計額 -

        航空機減損損失累計額 -

        その他 -

        その他減価償却累計額 -

        その他減損損失累計額 -

        建設仮勘定 211,104

インフラ資産 49,678,368

土地 5,457,568

土地減損損失累計額 -

建物 8,788,675

建物減価償却累計額 △ 6,310,693

建物減損損失累計額 -

工作物 83,457,695

工作物減価償却累計額 △ 42,967,375

工作物減損損失累計額 -

その他 1,847,800

その他減価償却累計額 △ 1,208,520

その他減損損失累計額 -

建設仮勘定 613,217

 物品 2,322,190

 物品減価償却累計額 △ 1,013,036

 物品減損損失累計額 -

無形固定資産 3,681

ソフトウェア 3,681

  その他 -

  投資その他の資産 3,573,207

  投資及び出資金 462,878

        有価証券 -

        出資金 462,878

        その他 -

  長期延滞債権 365,868

  長期貸付金 403,718

  基金 2,386,206

        減債基金 15,831

        その他 2,370,375

  その他 -

  徴収不能引当金 △ 45,463

  流動資産 5,122,471

  現金預金 2,742,371

  未収金 188,735

  短期貸付金 42,142

  基金 2,103,385

  財政調整基金 2,102,819

  減債基金 566

  棚卸資産 64,618

  その他 -

  徴収不能引当金 △ 18,781

  繰延資産 - 純資産合計 50,771,858

資産合計 80,166,613 負債及び純資産合計 80,166,613

全体貸借対照表
（平成31年3月31日現在）
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【様式第2号】

（単位：千円）

    資産売却益 34,099

    その他 153

純行政コスト 21,010,688

    損失補償等引当金繰入額 -

    その他 23,154

  臨時利益 34,253

  臨時損失 56,309

    災害復旧事業費 33,155

    資産除売却損 0

    使用料及び手数料 1,475,509

    その他 408,277

純経常行政コスト 20,988,632

      社会保障給付 2,524,642

      その他 10,888

  経常収益 1,883,786

        その他 287,574

    移転費用 12,781,735

      補助金等 10,246,205

      その他の業務費用 648,563

        支払利息 296,746

        徴収不能引当金繰入額 64,244

        維持補修費 255,175

        減価償却費 2,641,861

        その他 326,187

        その他 385,827

      物件費等 6,887,260

        物件費 3,664,037

        職員給与費 1,970,009

        賞与等引当金繰入額 171,219

        退職手当引当金繰入額 27,804

  経常費用 22,872,418

    業務費用 10,090,683

      人件費 2,554,860

全体行政コスト計算書
自　平成30年4月1日
至　平成31年3月31日

科目名 金額
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【様式第3号】

（単位：千円）

科目名 合計 固定資産等形成分 余剰分(不足分) 他団体出資等分

前年度末純資産残高 50,140,021 77,634,839 △ 27,494,818 -

  純行政コスト（△） △ 21,010,688 △ 21,010,688 -

  財源 21,633,156 21,633,156 -

    税収等 14,074,441 14,074,441 -

    国県等補助金 7,558,715 7,558,715 -

  本年度差額 622,467 622,467 -

  固定資産等の変動（内部変動） △ 410,308 410,308

    有形固定資産等の増加 2,231,695 △ 2,231,695

    有形固定資産等の減少 △ 3,058,063 3,058,063

    貸付金・基金等の増加 1,750,306 △ 1,750,306

    貸付金・基金等の減少 △ 1,334,247 1,334,247

  資産評価差額 △ 36 △ 36

  無償所管換等 △ 7,760 △ 7,760

  他団体出資等分の増加 - -

  他団体出資等分の減少 - -

  比例連結割合変更に伴う差額 - - - -

  その他 17,165 △ 27,066 44,231

  本年度純資産変動額 631,836 △ 445,170 1,077,007 -

本年度末純資産残高 50,771,858 77,189,669 △ 26,417,811 -

全体純資産変動計算書
自　平成30年4月1日
至　平成31年3月31日

35



【様式第4号】

（単位：千円）

前年度末歳計外現金残高 110,062

本年度歳計外現金増減額 3,415

本年度末歳計外現金残高 113,477

本年度末現金預金残高 2,742,371

財務活動収支 △ 787,099

本年度資金収支額 310,786

前年度末資金残高 2,318,108

比例連結割合変更に伴う差額 -

本年度末資金残高 2,628,894

    地方債等償還支出 2,178,341

    その他の支出 69,434

  財務活動収入 1,460,676

    地方債等発行収入 1,460,676

    その他の収入 -

    資産売却収入 41,140

    その他の収入 5,342

投資活動収支 △ 1,656,450

【財務活動収支】

  財務活動支出 2,247,775

    その他の支出 -

  投資活動収入 1,451,099

    国県等補助金収入 289,921

    基金取崩収入 124,850

    貸付金元金回収収入 989,846

  投資活動支出 3,107,549

    公共施設等整備費支出 1,579,209

    基金積立金支出 578,836

    投資及び出資金支出 -

    貸付金支出 949,504

    災害復旧事業費支出 33,155

    その他の支出 -

  臨時収入 9,219

業務活動収支 2,754,335

【投資活動収支】

    税収等収入 13,904,568

    国県等補助金収入 7,259,575

    使用料及び手数料収入 1,482,601

    その他の収入 216,691

  臨時支出 33,155

    移転費用支出 12,781,735

      補助金等支出 10,246,205

      社会保障給付支出 2,524,642

      その他の支出 10,888

  業務収入 22,863,434

    業務費用支出 7,303,428

      人件費支出 2,521,570

      物件費等支出 4,247,089

      支払利息支出 296,746

      その他の支出 238,023

全体資金収支計算書
自　平成30年4月1日
至　平成31年3月31日

科目名 金額

【業務活動収支】

  業務支出 20,085,163
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全体財務書類における注記  

 

 

１ 重要な会計方針 

（１）有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法 

① 有形固定資産･･････････････････････････････取得原価 

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

ア 昭和 59 年度以前に取得したもの 

取得原価が判明しているもの････････････････取得原価 

ただし、取得原価と再調達原価の乖離が大きいものについては、再調達原価をもって取得原価

としています。 

取得原価が不明なもの･･････････････････････再調達原価 

なお、取得原価の判明・不明に係らず、道路、河川及び水路の敷地は備忘価額 1 円としてい

ます。 

イ 昭和 60 年度以後に取得したもの  

取得原価が判明しているもの････････････････取得原価 

取得原価が不明なもの･･････････････････････再調達原価 

なお、取得原価の判明・不明に係らず、道路、河川及び水路の敷地は備忘価額 1 円としてい

ます。 

② 無形固定資産･･････････････････････････････取得原価 

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

取得原価が判明しているもの････････････････取得原価 

取得原価が不明なもの･･････････････････････再調達原価 

 

（２）有価証券及び出資金の評価基準及び評価方法 

① 満期保有目的有価証券･･････････････････････償却原価法（定額法） 

② 満期保有目的以外の有価証券 

ア 市場価格のあるもの･･････････････････････会計年度末における市場価格 

イ 市場価格のないもの･･････････････････････取得原価 

③ 出資金 

ア 市場価格のあるもの･･････････････････････会計年度末における市場価格 

イ 市場価格のないもの･･････････････････････出資金額 

 

（３）棚卸資産の評価基準及び評価方法 

   販売用土地･････････個別法による低価法 

なお、水道事業会計については先入先出法による原価法によっています。 

 

（４）有形固定資産等の減価償却の方法 
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① 有形固定資産（リース資産を除きます。）･････････定額法 

なお、主な耐用年数は以下のとおりです。 

建物    15 年～50 年 

工作物   10 年～75 年  

物品      2 年～20 年 

② 無形固定資産（リース資産を除きます。）･････････定額法 

（ソフトウェアについては、当市における見込利用期間（5 年）に基づく定額法によっています。） 

③ リース資産 

ア 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産（リース期間が 1 年以内のリース取

引及び重要性の乏しいものでリース契約 1 件あたりのリース料総額が 300 万円以下のファイ

ナンス・リース取引を除きます。） 

･････････自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法 

イ 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

･････････リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法 

④ 共通事項 

・減価償却は取得の翌年度から開始します。 

・耐用年数を経過した後においても存する場合は、原則として備忘価額 1 円を計上しますが、

無形固定資産については備忘価額を計上しません。 

・土地、立木竹、美術品・骨董品、歴史的建造物、建設仮勘定については減価償却を行いません。 

 

（５）引当金の計上基準及び算定方法 

  ① 投資損失引当金 

    市場価格のない投資及び出資金のうち、連結対象団体（会計）に対するものについて、実質価額

が著しく低下した場合における実質価額と取得価額との差額を計上しています。 

② 徴収不能引当金 

  未収金について、回収不能が見込まれる債権については、個別に回収可能性を検討し、それ以外

の債権については、過去 5 年間の平均不納欠損率により、徴収不能見込額を計上しています。  

長期延滞債権について、回収不能が見込まれる債権については、個別に回収可能性を検討し、そ

れ以外の債権については、過去 5 年間の平均不納欠損率により、徴収不能見込額を計上していま

す。 

長期貸付金について、回収不能が見込まれる債権については、個別に回収可能性を検討し、それ

以外の債権については、過去 5 年間の平均不納欠損率により、徴収不能見込額を計上しています。 

③ 退職手当引当金 

山形県市町村職員退職手当組合への加入時以降の負担金の累計額から既に職員に対し退職手当

として支給された額の総額を控除した額を、退職手当債務（期末自己都合要支給額）から控除した

額を計上しています。 

④ 賞与等引当金 

翌年度 6 月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当額の見込額に
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ついて、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上しています。 

（６）リース取引の処理方法 

① ファイナンス・リース取引 

ア 所有権移転ファイナンス・リース取引（リース期間が 1 年以内のリース取引及びリース料総

額が 300 万円以下のファイナンス・リース取引を除きます。） 

･････････通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。  

イ ア以外のファイナンス・リース取引 

･････････売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

② オペレーティング・リース取引 

･････････通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

 

（７）全体資金収支計算書における資金の範囲  

現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物 

なお、現金及び現金同等物には、出納整理期間における取引により発生する資金の受払いを含んで

います。 

 

（８）消費税等の会計処理 

   消費税等の会計処理は、税込方式によっています。 

ただし、水道事業会計については、税抜方式によっています。 

 

（９）その他財務書類作成のための基本となる重要な事項 

① 物品及びソフトウェアの計上基準 

物品については、取得価額が 50 万円以上の場合に固定資産として計上しています。 

美術品については、取得価額に関わらず、すべて固定資産として計上しています。 

② 資本的支出と修繕費の区分基準 

資本的支出と修繕費の区分基準については、償却資産に対して修繕等を行った場合に、修繕等に

係る支出が当該償却資産の資産価値を高め、またはその耐久性を増すこととなると認められるか

どうかを判断し、認められる部分に対応する金額を資本的支出として資産に計上しています。 

ただし、修繕等に要した金額が 60 万円未満であるときは修繕費として処理しています。 

  ③ 子ども子育て支援新制度における施設型給付費について、市立保育所（泉田保育所、中部保育

所）に係る 127,807 千円を収益費用及び収入支出より控除しています。市立保育施設の施設型給

付費については、市が扶助費として支出した給付費を、法定代理受領により市が負担金として収入

する制度となっています。市の内部で生じている収支であり、相殺消去しています。 

 

２ 重要な会計方針の変更 

  該当事項はありません。 

 

３ 重要な後発事象 
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（１）主要な業務の改廃  

該当事項はありません。  

 

（２）組織・機構の大幅な変更  

平成 30 年 4 月 1 日をもって、営農飲雑用水事業特別会計を廃止し、水道事業会計に統合していま

す。 

 

４ 偶発債務  

該当事項はありません。 

 

５ 追加情報 

 （１）全体財務書類の対象範囲 

一般会計、国民健康保険事業特別会計、交通災害共済事業特別会計、公共下水道事業特別会計、農

業集落排水事業特別会計、介護保険事業特別会計、後期高齢者医療事業特別会計、水道事業会計 

 

（２）出納整理期間 

地方自治法第 235 条の 5 に基づき出納整理期間が設けられている会計においては、出納整理期間

における現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としています。 

 

（３）表示単位未満の取扱い 

千円未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合があります。 

 

（４）利子補給等に係る債務負担行為の翌年度以降の支出予定額 132,285 千円 

 

（５）繰越事業に係る将来の支出予定額 732,488 千円 

  

（６）売却可能資産の範囲及び内訳は、次のとおりです。 

① 範囲 

平成 31 年度予算（平成 32 年 2 月 28 日現在）において、財産収入として措置されている公共

資産 

② 内訳 該当事項はありません。 

 

（７）基礎的財政収支                       （単位：千円） 

 一般会計等 全体会計 

業務活動収支（Ａ） 1,514,105 2,754,335 

うち支払利息支出（Ｂ） 125,198 296,746 

投資活動収支（Ｃ） △784,749 △1,656,450 

うち基金積立金支出（Ｄ） 322,860 578,836 
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  基金取崩収入（Ｅ） 100,500 124,850 

基礎的財政収支 

（Ａ）＋（Ｂ）＋（Ｃ）＋（Ｄ）－（Ｅ） 

1,076,914 1,848,617 
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（
円

）
 

(B
)

貸
借

対
照

表
計

上
額

 
(A

) 
X
 (
B

) 
(C

)

取
得

単
価

（円
）

（前
年

度
末

日
に

お
け

る
時

価
単

価
） 

(D
)

取
得

原
価

 
（前

年
度

貸
借

対
照

表
計

上
額

）
(A

) 
X
 (

D
) 

(E
)

評
価

差
額

 
(C

) 
-
 (
E
) 

(F
)

(参
考

)財
産

に
関

す
る

 
調

書
記

載
額

東
北

電
力

株
式

会
社

4
,0

2
5

1
,4

1
2

5
,6

8
3

1
,4

2
1

5
,7

2
0

3
6

2
,0

1
3

合
計

－
－

5
,6

8
3

－
5
,7

2
0

3
6

2
,0

1
3

市
場

価
格

の
な

い
も

の
の

う
ち

連
結

対
象

団
体

に
対

す
る

も
の

(単
位

：
千

円
)

相
手

先
名

出
資

金
額

 
(貸

借
対

照
表

計
上

額
) 

(A
)

資
産

 
(B

)
負

債
 

(C
)

純
資

産
額

 
(B

) 
-
 (
C

) 
(D

)

資
本

金
 

(E
)

出
資

割
合

(%
) 

(A
) 
/
 (
E
) 

(F
)

実
質

価
額

 
(D

) 
X
 (
F
) 

(G
)

投
資

損
失

引
当

金
 

計
上

額
 

(H
)

(参
考

)財
産

に
関

す
る

 
調

書
記

載
額

一
般

財
団

法
人

新
庄

市
体

育
協

会
1
5
,0

0
0

5
6
,5

3
6

1
6
,3

2
3

4
0
,2

1
2

1
5
,0

0
0

1
0
0
.0

0
%

4
0
,2

1
2

－
1
5
,0

0
0

新
庄

市
土

地
開

発
公

社
5
,0

0
0

2
3
7
,7

7
8

－
2
3
7
,7

7
8

5
,0

0
0

1
0
0
.0

0
%

2
3
7
,7

7
8

－
5
,0

0
0

最
上

広
域

ふ
る

さ
と

市
町

村
圏

基
金

2
7
0
,0

2
9

1
,0

0
5
,0

0
0

－
1
,0

0
5
,0

0
0

1
,0

0
5
,0

0
0

2
6
.8

7
%

2
7
0
,0

2
9

－
2
7
0
,0

2
9

㈱
新

庄
卸

売
流

通
セ

ン
タ

ー
－

1
,3

1
2

1
,3

1
2

－
－

0
.0

0
%

－
－

0

合
計

2
9
0
,0

2
9

－
－

－
－

－
5
4
8
,0

2
0

－
2
9
0
,0

2
9
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市
場

価
格

の
な

い
も

の
の

う
ち

連
結

対
象

団
体

以
外

に
対

す
る

も
の

(単
位

：
千

円
)

相
手

先
名

出
資

金
額

（※
前

年
度

貸
借

対
照

表
計

上
額

） 
(A

)

資
産

 
(B

)
負

債
 

(C
)

純
資

産
額

 
(B

) 
-
 (
C

) 
(D

)

資
本

金
 

(E
)

出
資

割
合

(%
) 

(A
) 
/
 (
E
) 

(F
)

実
質

価
額

 
(D

) 
X
 (
F
) 

(G
)

強
制

評
価

減
 

(H
)

貸
借

対
照

表
計

上
額

 
(A

) 
-
 (
H

) 
(I
)

(参
考

)財
産

に
関

す
る

 
調

書
記

載
額

山
形

放
送

（
株

）
1
,4

5
5

1
0
,3

1
4
,0

9
8

1
,3

4
1
,7

5
4

8
,9

7
2
,3

4
4

3
9
8
,0

0
0

0
.3

7
%

3
2
,8

0
1

－
1
,4

5
5

1
,4

5
5

新
庄

青
果

（
株

）
※

0
4
1
,6

0
6

5
5
,5

5
6

△
 1

3
,9

5
1

3
0
,0

0
0

4
.0

0
%

△
 5

5
8

－
－

1
,2

0
0

新
庄

都
市

ガ
ス

（
株

）
※

0
6
9
8
,9

0
9

8
2
0
,9

9
1

△
 1

2
2
,0

8
2

3
0
,0

0
0

1
0
.0

0
%

△
 1

2
,2

0
8

－
－

3
,0

0
0

（
株

）
山

形
県

食
肉

公
社

6
0

4
,1

0
6

1
,3

0
7

2
,7

9
9

1
,6

8
3

3
.5

7
%

1
0
0

－
6
0

6
0

奥
羽

金
沢

温
泉

（
株

）
※

0
2
6
,1

8
0

4
0
,7

2
7

△
 1

4
,5

4
8

2
9
,0

0
0

1
0
.3

4
%

△
 1

,5
0
5

－
－

3
,0

0
0

（
株

）
東

北
情

報
セ

ン
タ

ー
※

2
,1

5
4

1
3
2
,0

6
3

1
0
7
,0

0
8

2
5
,0

5
4

7
6
,0

0
0

1
3
.9

5
%

3
,4

9
4

－
2
,1

5
4

1
0
,6

0
0

キ
ャ

プ
テ

ン
山

形
（
株

）
2
,0

0
0

1
8
3
,6

4
8

2
,5

6
9

1
8
1
,0

7
9

9
4
,0

0
0

2
.1

3
%

3
,8

5
3

－
2
,0

0
0

2
,0

0
0

㈱
エ

フ
エ

ム
山

形
8
0
0

6
3
8
,5

0
2

4
5
,2

0
7

5
9
3
,2

9
5

8
0
,0

0
0

1
.0

0
%

5
,9

3
3

－
8
0
0

8
0
0

㈱
テ

レ
ビ

ユ
ー

山
形

5
,0

0
0

7
,5

1
2
,8

6
8

8
5
7
,4

2
4

6
,6

5
5
,4

4
4

2
,0

0
0
,0

0
0

0
.2

5
%

1
6
,6

3
9

－
5
,0

0
0

5
,0

0
0

㈱
さ

く
ら

ん
ぼ

テ
レ

ビ
ジ

ョ
ン

2
,0

0
0

3
,0

7
5
,7

7
9

6
7
7
,4

6
5

2
,3

9
8
,3

1
4

1
,0

0
0
,0

0
0

0
.2

0
%

4
,7

9
7

－
2
,0

0
0

2
,0

0
0

新
庄

T
C

M
㈱

※
1
7

5
8
0

－
5
8
0

1
6
,0

0
0

3
.1

3
%

1
8

－
1
7

5
0
0

㈱
も

が
み

物
産

協
会

5
0
0

8
4
,8

9
8

1
5
,1

1
6

6
9
,7

8
2

2
3
,0

0
0

2
.1

7
%

1
,5

1
7

－
5
0
0

5
0
0

バ
イ

オ
ソ

リ
ッ

ド
エ

ナ
ジ

ー
㈱

※
0

2
1
9
,3

7
7

1
,2

0
7
,2

9
3

△
 9

8
7
,9

1
6

2
5
,1

0
0

1
.9

9
%

△
 1

9
,6

8
0

－
－

5
0
0

山
形

県
信

用
保

証
協

会
5
9
,7

0
0

3
3
2
,9

4
8
,9

5
6

3
0
1
,2

9
5
,1

7
2

3
1
,6

5
3
,7

8
4

1
0
,8

4
0
,7

2
8

0
.5

5
%

1
7
4
,3

1
8

－
5
9
,7

0
0

5
9
,7

0
0

(財
)山

形
県

企
業

振
興

公
社

2
,6

5
0

3
,8

2
7
,7

9
2

2
,3

9
3
,3

8
3

1
,4

3
4
,4

1
0

1
7
5
,2

3
0

1
.5

1
%

2
1
,6

9
3

－
2
,6

5
0

2
,6

5
0

(財
)山

形
県

消
防

協
会

1
,0

6
3

9
2
,7

6
2

2
0
6

9
2
,5

5
5

5
0
,0

0
0

2
.1

3
%

1
,9

6
8

－
1
,0

6
3

1
,0

6
3

(財
)や

ま
が

た
農

業
支

援
セ

ン
タ

ー
1
1
,2

1
2

5
,2

0
3
,8

2
6

2
,7

8
3
,5

2
6

2
,4

2
0
,2

9
9

1
,9

7
9
,8

6
7

0
.5

7
%

1
3
,7

0
6

－
1
1
,2

1
2

1
1
,2

1
2

(財
)山

形
県

国
際

交
流

協
会

3
,5

4
8

3
7
0
,9

4
2

4
,1

4
2

3
6
6
,8

0
0

3
6
5
,1

1
4

0
.9

7
%

3
,5

6
4

－
3
,5

4
8

3
,5

4
8

(財
)山

形
県

体
育

協
会

7
2

4
5
2
,7

0
0

2
9
,6

0
3

4
2
3
,0

9
7

4
1
5
,3

3
9

0
.0

2
%

7
3

－
7
2

7
2

(財
)山

形
県

総
合

社
会

福
祉

基
金

6
,6

6
0

1
,4

2
2
,2

9
4

3
7
8

1
,4

2
1
,9

1
6

1
,3

6
5
,9

0
6

0
.5

6
%

7
,9

1
2

－
7
,2

4
4

7
,6

0
0

(財
)地

域
活

性
化

セ
ン

タ
ー

3
5
0

4
,3

7
1
,1

6
4

1
4
4
,2

4
1

4
,2

2
6
,9

2
2

2
,4

5
0
,7

7
0

0
.0

1
%

6
0
4

－
3
5
0

3
5
0

(財
)山

形
県

産
業

技
術

振
興

機
構

5
,7

0
0

－
－

－
－

－
－

5
,7

0
0

－
－

（
財

）
山

形
県

み
ど

り
推

進
機

構
2
3
,3

0
2

2
,9

2
4
,3

7
7

4
4
,1

4
0

2
,8

8
0
,2

3
7

2
,5

1
0
,6

2
0

0
.9

3
%

2
6
,7

3
3

－
2
3
,3

0
2

2
3
,3

0
2

㈶
障

害
者

ス
ポ

ー
ツ

振
興

記
念

基
金

※
5
8
4

－
－

－
－

－
－

－
－

－

（
財

）
山

形
県

臓
器

移
植

推
進

機
構

1
,6

3
0

2
2
9
,5

4
6

3
5
5

2
2
9
,1

9
1

2
2
6
,7

9
7

0
.7

2
%

1
,6

4
7

－
1
,6

3
0

1
,6

3
0

㈶
山

形
県

暴
力

追
放

運
動

推
進

セ
ン

タ
ー

4
,7

5
1

8
7
0
,4

7
6

1
,3

4
3

8
6
9
,1

3
4

7
9
2
,3

9
9

0
.6

0
%

5
,2

1
1

－
4
,7

5
1

4
,7

5
1

㈶
山

形
県

勤
労

者
育

成
教

育
基

金
協

会
9
,3

3
0

1
,2

9
1
,9

7
3

6
9
6

1
,2

9
1
,2

7
8

1
,0

0
4
,6

0
0

0
.9

3
%

1
1
,9

9
2

－
9
,3

3
0

9
,3

3
0

山
形

県
土

地
改

良
事

業
団

体
連

合
会

6
0
0

5
,2

0
4
,2

7
4

1
,2

4
9
,7

5
0

3
,9

5
4
,5

2
4

6
5
,5

2
0

0
.9

2
%

3
6
,2

1
4

－
6
0
0

6
0
0

山
形

県
住

宅
供

給
公

社
5
0
0

7
,7

3
8
,2

3
8

4
1
6
,8

4
7

7
,3

2
1
,3

9
1

2
6
,0

0
0

1
.9

2
%

1
4
0
,7

9
6

－
5
0
0

5
0
0

新
庄

信
用

金
庫

5
0
0

7
4
,1

5
2
,8

0
2

6
9
,6

1
4
,6

0
9

4
,5

3
8
,1

9
3

2
2
6
,2

6
0

0
.2

2
%

1
0
,0

2
9

－
5
0
0

5
0
0

㈳
山

形
県

青
果

物
生

産
出

荷
安

定
基

金
協

会
4
3
0

6
8
5
,9

3
5

2
9
3
,4

6
0

3
9
2
,4

7
6

2
8
0
,0

0
0

0
.1

5
%

6
0
3

－
4
3
0

4
3
0

㈳
山

形
県

畜
産

協
会

7
0
0

2
,3

3
9
,9

9
5

3
5
9
,0

2
8

1
,9

8
0
,9

6
7

3
1
5
,9

2
0

0
.2

2
%

4
,3

8
9

－
7
0
0

7
0
0

山
形

県
農

業
信

用
基

金
協

会
5
,9

5
0

1
2
5
,7

2
0
,2

9
9

1
1
7
,7

3
1
,0

8
3

7
,9

8
9
,2

1
6

4
,1

0
6
,8

9
0

0
.1

4
%

1
1
,5

7
5

－
5
,9

5
0

5
,9

5
0

最
上

広
域

森
林

組
合

1
5
,7

4
7

4
9
9
,1

3
9

1
4
9
,6

2
7

3
4
9
,5

1
3

1
3
6
,3

6
7

1
1
.5

5
%

4
0
,3

6
0

－
1
5
,7

4
7

1
5
,7

4
7

地
方

公
共

団
体

金
融

機
構

3
,9

0
0

2
4
,5

8
9
,1

9
9
,0

0
0

2
4
,2

9
4
,0

0
8
,0

0
0

2
9
5
,1

9
1
,0

0
0

1
6
,6

0
2
,0

0
0

0
.0

2
%

6
9
,3

4
4

－
3
,9

0
0

3
,9

0
0

合
計

1
7
2
,8

6
6

－
－

－
－

－
6
1
7
,9

3
0

5
,7

0
0

1
6
7
,1

6
6

1
8
4
,1

5
0
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④
基

金
の

明
細

(単
位

：千
円

)

種
類

現
金

預
金

有
価

証
券

土
地

そ
の

他
合

計
 

(貸
借

対
照

表
計

上
額

)
(参

考
)財

産
に

関
す

る
 

調
書

記
載

額

財
政

調
整

基
金

2
,1

0
2
,8

1
9

－
－

－
2
,1

0
2
,8

1
9

2
,0

6
6
,8

1
9

減
債

基
金

1
6
,3

9
7

－
－

－
1
6
,3

9
7

1
6
,3

9
7

ま
ち

づ
く
り

応
援

基
金

3
3
1
,0

7
2

－
－

－
3
3
1
,0

7
2

2
2
1
,9

2
4

市
有

施
設

整
備

基
金

8
9
9
,5

4
8

－
－

－
8
9
9
,5

4
8

8
4
9
,5

4
8

シ
ル

バ
ー

福
祉

基
金

1
3

－
－

－
1
3

1
3

地
域

福
祉

基
金

1
0
0
,1

7
9

－
－

－
1
0
0
,1

7
9

1
0
0
,1

7
9

ふ
る

さ
と

水
と

土
保

全
基

金
1
0
,5

8
2

－
－

－
1
0
,5

8
2

1
0
,5

8
2

ま
つ

り
振

興
基

金
1
3
,3

6
5

－
－

－
1
3
,3

6
5

1
3
,3

6
5

も
の

づ
く
り

教
育

奨
励

基
金

2
,0

2
0

－
－

－
2
,0

2
0

2
,0

2
0

五
十

嵐
教

育
奨

学
基

金
3
3
,0

4
0

－
－

－
3
3
,0

4
0

3
3
,0

4
0

土
地

開
発

基
金

5
0
,6

1
2

－
1
1
9
,3

8
8

－
1
7
0
,0

0
0

1
7
0
,0

0
0

肉
用

繁
殖

牛
集

団
導

入
事

業
基

金
1
0
,5

7
7

－
－

1
2
,6

9
1

2
3
,2

6
8

2
3
,2

6
8

国
民

健
康

保
険

保
険

給
付

基
金

3
9
8
,6

8
7

－
－

－
3
9
8
,6

8
7

1
9
8
,6

8
7

交
通

災
害

共
済

基
金

8
1
,5

2
4

－
－

－
8
1
,5

2
4

8
1
,5

2
4

介
護

保
険

給
付

費
準

備
基

金
3
0
5
,0

7
8

－
－

－
3
0
5
,0

7
8

2
7
3
,5

0
8

合
計

4
,3

5
5
,5

1
1

－
1
1
9
,3

8
8

1
2
,6

9
1

4
,4

8
7
,5

9
1

4
,0

6
0
,8

7
4

⑤
貸

付
金

の
明

細
(単

位
：千

円
)

貸
借

対
照

表
計

上
額

徴
収

不
能

引
当

金
 

計
上

額
貸

借
対

照
表

計
上

額
徴

収
不

能
引

当
金

 
計

上
額

そ
の

他
の

貸
付

金

　
地

域
総

合
整

備
資

金
貸

付
金

4
0
0
,7

1
8

－
4
2
,1

4
2

－
4
4
2
,8

6
0

　
看

護
師

等
育

成
就

学
資

金
貸

付
金

3
,0

0
0

－
－

－
3
,0

0
0

合
計

4
0
3
,7

1
8

－
4
2
,1

4
2

－
4
4
5
,8

6
0

相
手

先
名

ま
た

は
種

別
長

期
貸

付
金

短
期

貸
付

金
(参

考
) 

貸
付

金
計
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⑥
長
期
延
滞
債
権
の
明
細

⑦
未
収
金
の
明
細

(単
位
：
千
円
)

(単
位
：千

円
)

相
手
先
名
ま
た
は
種
別

貸
借
対
照
表
計
上
額

徴
収
不
能
引
当
金
計
上
額

相
手
先
名
ま
た
は
種
別

貸
借
対
照
表
計
上
額

徴
収
不
能
引
当
金
計
上
額

【
貸
付
金
】

【
未
収
金
】

そ
の
他
の
貸
付
金

税
等
未
収
金

　
高
齢
者
住
宅
整
備
資
金
貸
付
金

8
3
6

8
3
6

　
市
税

6
4
,3
5
6

8
,8
8
1

小
計

8
3
6

8
3
6

　
国
民
健
康
保
険
税

3
7
,1
1
8

4
,4
9
1

【
未
収
金
】

　
介
護
保
険
料

7
,3
4
4

1
,8
8
0

税
等
未
収
金

　
後
期
高
齢
者
医
療
保
険
料

1
,1
5
9

2
2
8

　
市
税

1
4
6
,2
6
6

2
0
,1
8
5

　
分
担
金
及
び
負
担
金

3
,0
1
3

3
2
7

　
国
民
健
康
保
険
税

1
7
4
,7
5
6

2
1
,1
4
6

そ
の
他
の
未
収
金

　
介
護
保
険
料

5
,5
3
8

1
,4
1
8

　
使
用
料
及
び
手
数
料

7
0
,3
9
0

2
,9
4
6

　
後
期
高
齢
者
医
療
保
険
料

3
0
0

5
9

　
諸
収
入

5
,3
5
4

2
7

　
分
担
金
及
び
負
担
金

9
,4
4
6

9
7
6

合
計

1
8
8
,7
3
5

1
8
,7
8
1

そ
の
他
の
未
収
金

　
使
用
料
及
び
手
数
料

1
8
,6
6
4

7
7
0

　
諸
収
入

1
0
,0
6
1

7
3

小
計

3
6
5
,0
3
2

4
4
,6
2
7

合
計

3
6
5
,8
6
8

4
5
,4
6
3
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（
２

）
負

債
項

目
の

明
細

①
地

方
債

（
借

入
先

別
）
の

明
細

(単
位

：
千

円
)

う
ち

1年
内

償
還

予
定

う
ち

共
同

発
行

債
う

ち
住

民
公

募
債

【通
常

分
】

16
,1

10
,2

52
1
,6

48
,5

8
5

6,
42

2
,7

54
5,

79
6,

52
6

3,
60

4,
43

8
－

－
－

－
28

6,
53

5

　
一

般
公

共
事

業
64

7
,8

1
6

4
3,

71
6

2
48

,1
6
1

38
9,

25
3

10
,4

02
－

－
－

－
－

　
公

営
住

宅
建

設
13

8
,9

2
2

2
8,

46
0

70
,5

5
3

44
,9

70
23

,4
00

－
－

－
－

－

　
災

害
復

旧
41

,7
8
9

8,
11

8
41

,7
8
9

－
－

－
－

－
－

－

　
教

育
・
福

祉
施

設
2,

9
08

,3
15

1
8
3,

61
8

2,
07

7
,3

55
36

0,
70

0
47

0,
26

0
－

－
－

－
－

　
一

般
単

独
事

業
2,

1
68

,0
68

3
0
8,

17
2

1
12

,0
6
8

1,
53

7,
77

3
49

8,
85

2
－

－
－

－
19

,3
75

　
そ

の
他

10
,2

05
,3

43
1
,0

76
,5

0
1

3,
87

2
,8

29
3,

46
3,

83
1

2,
60

1,
52

4
－

－
－

－
26

7,
16

0

【特
別

分
】

7,
0
23

,7
60

5
2
6,

61
0

6,
29

3
,4

79
51

9,
66

9
21

0,
61

2
－

－
－

－
－

　
臨

時
財

政
対

策
債

6,
9
13

,1
28

5
0
0,

03
7

6,
18

2
,8

47
51

9,
66

9
21

0,
61

2
－

－
－

－
－

　
減

税
補

て
ん

債
11

0
,6

3
1

2
6,

57
3

1
10

,6
3
1

－
－

－
－

－
－

－

　
退

職
手

当
債

－
－

－
－

－
－

－
－

－
－

　
そ

の
他

－
－

－
－

－
－

－
－

－
－

　
合

計
23

,1
34

,0
12

2
,1

75
,1

9
5

1
2,

71
6
,2

32
6,

31
6,

19
5

3,
81

5,
05

0
－

－
－

－
28

6,
53

5

②
地

方
債

（
利

率
別

）
の

明
細

(単
位

：
千

円
)

地
方

債
等

残
高

1
.5

%以
下

1
.5

%超
 

2.
0
%以

下
2
.0

%超
 

2.
5
%
以

下
2.

5%
超

 
3.

0%
以

下
3.

0%
超

 
3.

5%
以

下
3.

5%
超

 
4.

0%
以

下
4.

0%
超

(参
考

) 
加

重
平

均
 

利
率

2
3,

13
4,

01
2

16
,6

13
,5

37
2
,3

78
,9

0
5

1,
34

9
,6

75
36

7,
06

7
68

7,
64

7
47

7,
50

3
1,

25
9,

67
7

③
地

方
債

（
返

済
期

間
別

）
の

明
細

(単
位

：
千

円
)

地
方

債
等

残
高

1年
以

内
1年

超
 

2
年

以
内

2
年

超
 

3
年

以
内

3年
超

 
4年

以
内

4年
超

 
5年

以
内

5年
超

 
10

年
以

内
10

年
超

 
15

年
以

内
15

年
超

 
20

年
以

内
20

年
超

2
3,

13
4,

01
2

2,
1
75

,1
95

2
,2

03
,6

4
7

2,
21

4
,9

68
2,

14
1,

22
9

1,
95

0,
48

0
6,

68
4,

95
6

3,
52

7,
75

3
1,

65
9,

08
5

57
6,

69
8

④
特

定
の

契
約

条
項

が
付

さ
れ

た
地

方
債

の
概

要
(単

位
：
千

円
)

特
定

の
契

約
条

項
が

 
付

さ
れ

た
地

方
債

等
残

高

－

契
約

条
項

の
概

要

該
当

の
借

入
は

あ
り

ま
せ

ん
。

市
場

公
募

債
そ

の
他

種
類

地
方

債
等

残
高

政
府

資
金

地
方

公
共

団
体

 
金

融
機

構
市

中
銀

行
そ

の
他

の
 

金
融

機
関
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⑤
引
当
金
の
明
細

(単
位
：
千
円
)

目
的
使
用

そ
の
他

徴
収
不
能
引
当
金
（
固
定
資
産
）

5
4
,6
5
6

4
5
,4
6
4

3
9
,5
0
7

1
5
,1
4
8

4
5
,4
6
4

徴
収
不
能
引
当
金
（
流
動
資
産
）

2
2
,1
5
2

1
8
,7
8
1

9
6
6

2
1
,1
8
6

1
8
,7
8
1

投
資
損
失
引
当
金

1
4
,3
6
4

－
－

1
4
,3
6
4

0

退
職
手
当
引
当
金

2
,7
7
9
,1
7
0

－
－

1
2
2
,8
1
9

2
,6
5
6
,3
5
1

賞
与
等
引
当
金

1
6
9
,2
4
7

1
7
4
,7
3
2

1
6
9
,2
4
7

－
1
7
4
,7
3
2

合
計

3
,0
3
9
,5
8
8

2
3
8
,9
7
7

2
0
9
,7
2
0

1
7
3
,5
1
7

2
,8
9
5
,3
2
8

区
分

前
年
度
末
残
高

本
年
度
増
加
額

本
年
度
減
少
額

本
年
度
末
残
高
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2.
行

政
コ

ス
ト

計
算

書
の

内
容

に
関

す
る

明
細

（１
）補

助
金

等
の

明
細

(単
位

：千
円

)

区
分

名
称

相
手

先
金

額
支

出
目

的

県
営

事
業

負
担

金
山

形
県

1
1
4
,1

3
2

県
営

事
業

に
対

す
る

経
費

負
担

特
別

養
護

老
人

ホ
ー

ム
等

建
設

整
備

費
補

助
金

社
会

福
祉

法
人

2
6
,5

9
7

特
別

養
護

老
人

ホ
ー

ム
建

設
費

償
還

に
対

す
る

支
援

－
－

－
－

そ
の

他
－

－
－

計
1
4
0
,7

3
0

最
上

広
域

市
町

村
圏

事
務

組
合

分
担

金
最

上
広

域
市

町
村

圏
事

務
組

合
1
,1

1
0
,4

8
0

一
部

事
務

組
合

に
対

す
る

ご
み

処
理

や
常

備
消

防
等

の
経

費
負

担

療
養

給
付

費
負

担
金

山
形

県
後

期
高

齢
者

医
療

広
域

連
合

3
0
1
,5

9
8

後
期

高
齢

者
医

療
広

域
連

合
医

療
給

付
に

要
す

る
経

費
負

担

退
職

手
当

組
合

負
担

金
山

形
県

市
町

村
職

員
退

職
手

当
組

合
2
2
9
,8

3
6

市
職

員
の

退
職

手
当

に
要

す
る

経
費

負
担

多
面

的
機

能
支

払
交

付
金

補
助

金
申

請
者

1
7
5
,0

2
0

農
業

・
農

村
の

多
面

的
機

能
の

維
持

保
全

森
林

・
林

業
再

生
基

盤
づ

く
り

交
付

金
補

助
金

申
請

者
8
5
,0

0
0

森
林

・
林

業
の

再
生

基
盤

と
な

る
施

設
・
機

械
の

整
備

等
の

支
援

放
課

後
児

童
健

全
育

成
事

業
費

補
助

金
放

課
後

児
童

ク
ラ

ブ
3
1
,7

3
8

児
童

福
祉

の
向

上

地
域

子
ど

も
・
子

育
て

支
援

事
業

費
補

助
金

補
助

金
申

請
者

3
1
,0

3
2

児
童

福
祉

の
向

上

農
業

次
世

代
人

材
投

資
資

金
補

助
金

申
請

者
3
0
,2

5
0

新
規

就
農

者
の

育
成

住
宅

リ
フ

ォ
ー

ム
総

合
支

援
事

業
費

補
助

金
補

助
金

申
請

者
3
0
,1

4
2

住
宅

の
質

の
向

上
と

地
域

経
済

活
性

化

新
庄

ま
つ

り
実

行
委

員
会

負
担

金
支

給
対

象
団

体
2
6
,5

0
3

新
庄

ま
つ

り
の

振
興

新
庄

農
業

水
利

事
業

農
家

負
担

軽
減

対
策

補
助

金
新

庄
土

地
改

良
区

2
6
,4

4
2

土
地

改
良

事
業

の
農

家
負

担
軽

減

消
防

団
員

補
償

費
等

負
担

金
山

形
県

消
防

補
償

等
組

合
2
5
,5

6
2

一
部

事
務

組
合

に
対

す
る

経
費

負
担

合
併

処
理

浄
化

槽
設

置
整

備
事

業
費

等
補

助
金

補
助

金
申

請
者

2
5
,4

9
8

生
活

環
境

の
保

全
、

公
衆

衛
生

の
向

上

中
山

間
地

域
等

直
接

支
払

交
付

金
補

助
金

申
請

者
1
6
,5

0
8

中
山

間
地

域
の

維
持

保
全

畜
産

経
営

競
争

力
強

化
支

援
事

業
補

助
金

補
助

金
申

請
者

1
5
,1

3
6

畜
産

経
営

の
支

援

介
護

保
険

事
業

特
別

会
計

保
険

給
付

費
等

負
担

金
山

形
県

国
民

健
康

保
険

団
体

連
合

会
等

3
,4

8
3
,5

6
3

－

国
民

健
康

保
険

事
業

特
別

会
計

保
険

給
付

費
等

負
担

金
山

形
県

国
民

健
康

保
険

団
体

連
合

会
等

3
,1

4
7
,4

6
9

－

山
形

県
後

期
高

齢
者

医
療

広
域

連
合

納
付

金
山

形
県

後
期

高
齢

者
医

療
広

域
連

合
3
9
5
,7

5
9

－

最
上

圏
域

下
水

道
共

同
管

理
協

議
会

負
担

金
最

上
圏

域
下

水
道

共
同

管
理

協
議

会
7
6
,3

5
2

適
切

な
汚

水
処

理
に

よ
る

水
環

境
の

保
全

そ
の

他
－

8
4
1
,5

8
7

－

計
1
0
,1

0
5
,4

7
5

合
計

1
0
,2

4
6
,2

0
5

他
団

体
へ

の
公

共
施

設
等

整
備

補
助

金
等

 
(所

有
外

資
産

分
)

そ
の

他
の

補
助

金
等
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3.
純

資
産

変
動

計
算

書
の

内
容

に
関

す
る

明
細

（１
）財

源
の

明
細

(単
位

：千
円

)

会
計

区
分

金
額

4
,5

6
3
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【様式第1号】

（単位：千円）

科目名 金額 科目名 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 81,463,895   固定負債 28,248,524

    有形固定資産 77,271,546     地方債等 21,403,687

      事業用資産 26,171,912     長期未払金 708,500

        土地 8,368,382     退職手当引当金 2,926,918

        土地減損損失累計額 -     損失補償等引当金 -

        立木竹 -     その他 3,209,421

        立木竹減損損失累計額 -   流動負債 3,093,553

        建物 40,126,733     １年内償還予定地方債等 2,254,765

        建物減価償却累計額 △ 23,766,426     未払金 428,472

        建物減損損失累計額 -     未払費用 157

        工作物 3,144,992     前受金 50

        工作物減価償却累計額 △ 1,912,873     前受収益 -

        工作物減損損失累計額 -     賞与等引当金 199,692

        船舶 -     預り金 140,395

        船舶減価償却累計額 -     その他 70,023

        船舶減損損失累計額 - 負債合計 31,342,077

        浮標等 - 【純資産の部】

        浮標等減価償却累計額 -   固定資産等形成分 83,631,331

        浮標等減損損失累計額 -   余剰分（不足分） △ 27,919,624

        航空機 -   他団体出資等分 -

        航空機減価償却累計額 -

        航空機減損損失累計額 -

        その他 -

        その他減価償却累計額 -

        その他減損損失累計額 -

        建設仮勘定 211,104

      インフラ資産 49,678,368

        土地 5,457,568

        土地減損損失累計額 -

        建物 8,788,675

        建物減価償却累計額 △ 6,310,693

        建物減損損失累計額 -

        工作物 83,457,695

        工作物減価償却累計額 △ 42,967,375

        工作物減損損失累計額 -

        その他 1,847,800

        その他減価償却累計額 △ 1,208,520

        その他減損損失累計額 -

        建設仮勘定 613,217

      物品 3,025,919

      物品減価償却累計額 △ 1,604,652

      物品減損損失累計額 -

    無形固定資産 3,681

      ソフトウェア 3,681

      その他 -

    投資その他の資産 4,188,668

      投資及び出資金 172,859

        有価証券 10

        出資金 172,849

        その他 -

      長期延滞債権 365,868

      長期貸付金 405,230

      基金 3,290,568

        減債基金 15,831

        その他 3,274,737

      その他 -

      徴収不能引当金 △ 45,463

  流動資産 5,589,889

    現金預金 3,160,645

    未収金 190,981

    短期貸付金 42,142

    基金 2,125,294

      財政調整基金 2,124,728

      減債基金 566

    棚卸資産 89,538

    その他 70

    徴収不能引当金 △ 18,781

  繰延資産 - 純資産合計 55,711,706

資産合計 87,053,784 負債及び純資産合計 87,053,784

連結貸借対照表
（平成31年3月31日現在）
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【様式第2号】

（単位：千円）

連結行政コスト計算書
自　平成30年4月1日
至　平成31年3月31日

科目名 金額

  経常費用 26,352,343

    業務費用 11,283,754

      人件費 3,073,331

        職員給与費 2,437,101

        賞与等引当金繰入額 196,165

        退職手当引当金繰入額 27,804

        その他 412,261

      物件費等 7,425,844

        物件費 3,857,027

        維持補修費 309,381

        減価償却費 2,932,468

        その他 326,969

      その他の業務費用 784,579

        支払利息 297,823

        徴収不能引当金繰入額 64,244

        その他 422,511

    移転費用 15,068,589

      補助金等 12,279,215

      社会保障給付 2,528,918

      その他 260,456

  経常収益 1,971,874

    使用料及び手数料 1,529,540

    その他 442,334

純経常行政コスト 24,380,470

  臨時損失 88,640

    災害復旧事業費 33,155

    資産除売却損 0

    損失補償等引当金繰入額 -

    その他 55,485

  臨時利益 38,011

    資産売却益 35,224

    その他 2,787

純行政コスト 24,431,099
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【様式第3号】

（単位：千円）

科目名 合計 固定資産等形成分 余剰分(不足分) 他団体出資等分

前年度末純資産残高 54,696,985 83,895,235 △ 29,213,888 15,638

  純行政コスト（△） △ 24,431,099 △ 24,415,460 △ 15,638

  財源 25,407,472 25,407,472 -

    税収等 15,766,237 15,766,237 -

    国県等補助金 9,641,235 9,641,235 -

  本年度差額 976,373 992,012 △ 15,638

  固定資産等の変動（内部変動） △ 276,706 276,706

    有形固定資産等の増加 2,684,450 △ 2,684,450

    有形固定資産等の減少 △ 3,384,097 3,384,097

    貸付金・基金等の増加 2,172,487 △ 2,172,487

    貸付金・基金等の減少 △ 1,749,546 1,749,546

  資産評価差額 △ 36 △ 36

  無償所管換等 △ 7,760 △ 7,760

  他団体出資等分の増加 - -

  他団体出資等分の減少 - -

  比例連結割合変更に伴う差額 28,994 47,308 △ 18,314 -

  その他 17,165 △ 26,696 43,861

  本年度純資産変動額 1,014,736 △ 263,890 1,294,264 △ 15,638

本年度末純資産残高 55,711,721 83,631,345 △ 27,919,624 -

連結純資産変動計算書
自　平成30年4月1日
至　平成31年3月31日
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【様式第4号】

（単位：千円）

連結資金収支計算書
自　平成30年4月1日
至　平成31年3月31日

科目名 金額

【業務活動収支】

  業務支出 23,545,283

    業務費用支出 8,686,405

      人件費支出 3,171,620

      物件費等支出 4,842,272

      支払利息支出 297,823

      その他の支出 374,690

    移転費用支出 14,858,878

      補助金等支出 12,313,298

      社会保障給付支出 2,528,918

      その他の支出 16,662

  業務収入 26,479,243

    税収等収入 15,596,364

    国県等補助金収入 9,139,976

    使用料及び手数料収入 1,536,632

    その他の収入 206,271

  臨時支出 33,155

    災害復旧事業費支出 33,155

    その他の支出 -

  臨時収入 28,228

業務活動収支 2,929,033

【投資活動収支】

  投資活動支出 3,650,137

    公共施設等整備費支出 2,031,964

    基金積立金支出 666,407

    投資及び出資金支出 -

    貸付金支出 951,016

    その他の支出 750

  投資活動収入 1,698,882

    国県等補助金収入 492,040

    基金取崩収入 168,666

    貸付金元金回収収入 989,846

    資産売却収入 42,264

    その他の収入 6,066

投資活動収支 △ 1,951,255

【財務活動収支】

  財務活動支出 2,329,730

    地方債等償還支出 2,260,296

    その他の支出 69,434

  財務活動収入 1,649,067

    地方債等発行収入 1,649,067

    その他の収入 -

前年度末歳計外現金残高 110,066

本年度歳計外現金増減額 4,980

本年度末歳計外現金残高 115,046

本年度末現金預金残高 3,160,645

財務活動収支 △ 680,663

本年度資金収支額 297,116

前年度末資金残高 2,750,648

比例連結割合変更に伴う差額 △ 2,164

本年度末資金残高 3,045,599
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連結財務書類における注記 

 

１ 重要な会計方針 

 

（１）有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法 

① 有形固定資産･･････････････････････････････取得原価 

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

ア 昭和 59 年度以前に取得したもの 

取得原価が判明しているもの････････････････取得原価 

ただし、取得原価と再調達原価の乖離が大きいものについては、再調達原価をもって取得原価

とすることも許容します。 

取得原価が不明なもの･･････････････････････再調達原価 

なお、取得原価の判明・不明に係らず、道路、河川及び水路の敷地は備忘価額 1 円としてい

ます。 

イ 昭和 60 年度以後に取得したもの  

取得原価が判明しているもの････････････････取得原価 

取得原価が不明なもの････････-･････････････再調達原価 

なお、取得原価の判明・不明に係らず、道路、河川及び水路の敷地は備忘価額 1 円としてい

ます。 

② 無形固定資産･･････････････････････････････取得原価 

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

取得原価が判明しているもの････････････････取得原価 

取得原価が不明なもの･･････････････････････再調達原価 

   なお、一部の連結対象団体においては、原則、取得原価としています。 

 

（２）有価証券及び出資金の評価基準及び評価方法 

① 満期保有目的有価証券････････････････････償却原価法（定額法） 

② 満期保有目的以外の有価証券 

ア 市場価格のあるもの･･････････････････････会計年度末における市場価格 

イ 市場価格のないもの･･････････････････････取得原価 

③ 出資金 

ア 市場価格のあるもの･･････････････････････会計年度末における市場価格 

イ 市場価格のないもの･･････････････････････出資金額 

 

（３）棚卸資産の評価基準及び評価方法 

   販売用土地･････････個別法による低価法 

なお、一部の連結対象団体においては、先入先出法による原価法等によっています。 
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（４）有形固定資産等の減価償却の方法 

① 有形固定資産（リース資産を除きます。）･････････定額法 

なお、主な耐用年数は以下のとおりです。 

建物    15 年～50 年 

工作物   10 年～75 年  

物品      2 年～20 年 

② 無形固定資産（リース資産を除きます。）･････････定額法 

（ソフトウェアについては、当市における見込利用期間（5 年）に基づく定額法によっています。） 

③ リース資産 

ア 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産（リース期間が 1 年以内のリース取

引及び重要性の乏しいものでリース契約 1 件あたりのリース料総額が 300 万円以下のファイ

ナンス・リース取引を除きます。） 

･････････自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法 

イ 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

･････････リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法 

④ 共通事項 

・減価償却は取得の翌年度から開始します。 

・耐用年数を経過した後においても存する場合は、原則として備忘価額 1 円を計上しますが、

無形固定資産については備忘価額を計上しません。 

・土地、立木竹、美術品・骨董品、歴史的建造物、建設仮勘定については減価償却を行いません。 

 

（５）引当金の計上基準及び算定方法 

  ① 徴収不能引当金 

  未収金については、過去 5 年間の平均不納欠損率により（または、個別に回収可能性を検討し）、

徴収不能見込額を計上しています。  

長期延滞債権については、過去 5 年間の平均不能欠損率により（または、個別に回収可能性を検

討し）、徴収不能見込額を計上しています。 

長期貸付金については、過去 5 年間の平均不能欠損率により（または、個別に回収可能性を検討

し）、徴収不能見込額を計上しています。 

② 退職手当引当金 

山形県市町村職員退職手当組合への加入時以降の負担金の累計額から既に職員に対し退職手当

として支給された額の総額を控除した額を、退職手当債務（期末自己都合要支給額）から控除した

額を計上しています。 

ただし、一部の連結対象団体においては、主として期末における退職給付債務を計上していま

す。 

③ 賞与等引当金 

翌年度 6 月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当額の見込額に

ついて、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上しています。 
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（６）リース取引の処理方法 

① ファイナンス・リース取引 

ア 所有権移転ファイナンス・リース取引（リース期間が 1 年以内のリース取引及びリース料総

額が 300 万円以下のファイナンス・リース取引を除きます。） 

･････････通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。  

イ ア以外のファイナンス・リース取引 

･････････売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

② オペレーティング・リース取引 

･････････通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

 

（７）連結資金収支計算書における資金の範囲  

現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物 

なお、現金及び現金同等物には、出納整理期間における取引により発生する資金の受払いを含んで

います。 

 

（８）消費税等の会計処理 

   消費税等の会計処理は、税込方式によっています。 

   ただし、一部の連結対象団体（会計）については、税抜方式によっています。 

 

（９）連結対象団体（会計）の決算日が一般会計等と異なる場合の処理 

   決算日と連結決算日の差異が３ヶ月を越えない連結対象団体については当該連結対象団体の決算

を基礎として連結手続きを行いますが、連結決算日との間に生じた重要な取引については連結上必

要な処理を行います。 

 

（１０）その他財務書類作成のための基本となる重要な事項 

① 物品及びソフトウェアの計上基準 

物品については、取得価額が 50 万円以上の場合に固定資産として計上しています。 

美術品については、取得価額に関係なく、すべて固定資産として計上しています。 

② 資本的支出と修繕費の区分基準 

資本的支出と修繕費の区分基準については、金額が 60 万円未満であるとき、又は固定資産の取

得価額等のおおむね 10％未満相当額以下であるときに修繕費として処理しています。 

  ③ 子ども子育て支援新制度における施設型給付費について、市立保育所（泉田保育所、中部保育

所）に係る 127,807 千円を収益費用及び収入支出より控除します。市立保育施設の施設型給付費に

ついては、市が扶助費として支出した給付費を、法定代理受領により市が負担金として収入する制

度となっています。市の内部で起きている収支であり、一般会計の中で相殺消去しています。 

 

２ 重要な会計方針の変更 

  該当事項はありません。 
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３ 重要な後発事象 

（１）主要な業務の改廃  

該当事項はありません。  

 

（２）組織・機構の大幅な変更  

平成 30 年 4 月 1 日をもって、営農飲雑用水事業特別会計を廃止し、水道事業会計に統合していま

す。 

 

４ 偶発債務 

  該当事項はありません。 

 

５ 追加情報 

 （１）連結対象団体 

全体財務書類の対象範囲に、連結財務書類では次の連結対象団体が加えられています。 

    団体名 区分 連結の方法 比例連結割合 

最上広域市町村圏事務組合 一部事務組合・広域連合 比例連結 42.61％ 

山形県市町村職員退職手当組合 一部事務組合・広域連合 比例連結 0％ 

後期高齢者医療広域連合 一部事務組合・広域連合 比例連結 2.80％ 

山形県消防補償等組合 一部事務組合・広域連合 比例連結 4.47% 

山形県自治会館管理組合 一部事務組合・広域連合 比例連結 1.7% 

新庄市土地開発公社 地方三公社 全部連結 － 

一般財団法人新庄市体育協会 第三セクター等 全部連結 － 

株式会社新庄卸売流通センター 第三セクター等 全部連結 － 

  連結の方法は次のとおりです。 

  ① 一部事務組合・広域連合は、各構成団体の経費負担割合等に基づき比例連結の対象としていま

す。 

  ② 地方三公社は、すべて全部連結の対象としています。 

  ③ 第三セクター等は、出資割合等が 50％を超える団体（出資割合等が 50％以下であっても業務運

営に実質的に主導的な立場を確保している団体を含みます。）は、全部連結の対象としています。

また、いずれの地方公共団体にとっても全部連結の対象とならない第三セクター等については、出

資割合等や活動実績等に応じて、比例連結の対象とします。ただし、出資割合が 25％未満であっ

て、損失補償を付している等の重要性がない場合は、比例連結の対象としません。 

 

（２） 地方自治法第 235 条の 5 に基づき出納整理期間が設けられている会計においては、出納整理期

間における現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としています。 

 

（３） 表示単位未満の取扱い 

千円未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合があります。 
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（４）売却可能資産の範囲及び内訳は、次のとおりです 

ア 範囲 平成 31 年度予算（平成 32 年 2 月 28 日現在）において、財産収入として措置されて

いる公共資産 

イ 内訳 なし 
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